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第１章 県別地域公共交通の現状把握 

 

１．調査の概要 

（１）アンケートの配布状況 

１）配布・回収方法 

・以下に示す「送信ファイル（ワード・エクセルファイル）」の電子メールによる送信（九

州管内各県交通担当者への送信） 

・記入済み「アンケート調査票（エクセルファイル）」の電子メールによる回収（九州運輸

局への返信による回収） 

２）送信ファイル 

①「地域公共交通に関するアンケート調査」のお願い 

②地域公共交通に関するアンケート調査票 

３）アンケート実施時期 

・平成 23 年 11 月 25 日（月）～平成 23 年 12 月 26 日（金） 

（２）アンケートの回収状況 

 送信数 回収数 回収率 

合計 7 7 100％

（３）調査対象 

１）本調査で対象とするコミュニティバス・乗合タクシーについて 

・「コミュニティバス・乗合タクシー」の定義は、平成 21 年 12 月 18 日の通達「地域公共交

通会議に関する国土交通省としての考え方について（国自旅第 161 号）」の別添２「コミ

ュニティバスの導入に関するガイドライン」に定義されているものとした。 

※全文 http://www.mlit.go.jp/common/000057532.pdf 

《抜粋》 

２．コミュニティバスの定義 

本ガイドラインで「コミュニティバス」とは、交通空白地域・不便地域の解消等を図る

ため、市町村等が主体的に計画し、以下の方法により運行するものをいう。 

（１）交通事業者に委託して運送を行う乗合バス（乗車定員 11 人未満の車両を用いる「乗

合タクシー」を含む。 

（２）市町村自らが自家用有償旅客運送者の登録を受けて行う市町村運営有償運送 
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２）調査対象外とするバスについて 

・本調査では、民間の路線バスや市町村が「交通事業者」という立場で経営・運行している

公営バス（いわゆる市営バス等）は対象外とした。 

３）調査対象年度について 

・市町村の運営によるコミュニティバス・乗合タクシー等の取り組みについては、「平成 22

年 4 月 1 日～平成 23 年 3 月 31 日（22 年度）」に運行実績のあるものを調査対象とした。 

・平成 22 年度以前の取り組み、今年度からの取り組み、平成 24 年度以降予定されている取

り組みはすべて対象外とした。 

・コミュニティバス・乗合タクシー等については、実証運行段階か、本格運行段階かは問わ

ず、平成 22 年度に実績があるものはすべて調査対象とした。 
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２．アンケート集計 

【問１ 交通関連予算や国の補助金の活用状況】 

（１）交通関連予算の状況について 

○九州各県の合計値で見ると、平成 22 年度の総予算額に占める交通関連予算の割合は 0.3％

となっている。 

○県別に見ると、割合が最も低い県で 0.03％、最も高い県で 1.67％とその割合には県によっ

て差が見られる。 

※「交通関連予算」：鉄軌道、路線バス、コミュニティバス、乗合タクシー、旅客船、福祉バ

ス、スクールバスなど、交通に関連する予算で、高齢者・障がい者向けの割引措置（無料バ

ス・福祉タクシー乗車券）などの予算も含むもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）国の補助金の活用状況について 

○九州全体で国から交通関連補助を受けているケースは３県で８件（うち５件が国土交通省の

補助）あり、総補助額は 14.3 億円となっている。 

○ケースとしては、１千万円代の補助を受けているケースが多い。 

※「交通関連補助額」：上記と同様の定義とし、鉄軌道、路線バス、コミュニティバス、乗合

タクシー、旅客船、福祉バス、スクールバスなど、交通に関連する補助金（補助金には負担

金・交付金等を含む） 

■会計予算額（九州合計）

項目 予算額（億円） 交通関係予算割合

総予算額（平成２２年度） 69,975 0.3%

うち　一般会計予算 59,184 0.2%

うち　特別会計予算 9,977 0.0%

うち　公営企業会計予算 815 7.9%

■交通に関連する予算額（九州合計） （単位：億円）

項目 一般会計 特別会計 公営企業会計 合計

鉄軌道関係 予算額 28.8 0.0 0.0 28.8

うち　バリアフリー関係 0.6 0.0 0.0 0.6

バス関係 予算額 18.2 0.0 64.7 82.9

（福祉・教育除く） うち　バリアフリー関係 0.2 0.0 0.0 0.2

タクシー関係 予算額 0.0 0.0 0.0 0.0

（福祉・教育除く） うち　バリアフリー関係 0.0 0.0 0.0 0.0

福祉関係 予算額 0.0 0.0 0.0 0.0

（福祉バスなど） うち　バリアフリー関係 0.0 0.0 0.0 0.0

教育関係 予算額 4.0 0.0 0.0 4.0

（スクールバスなど） うち　バリアフリー関係 0.0 0.0 0.0 0.0

旅客船関係 予算額 61.1 0.0 0.0 61.1

うち　バリアフリー関係 0.0 0.0 0.0 0.0

その他交通関係 予算額 13.2 0.0 0.0 13.2

うち　バリアフリー関係 0.0 0.0 0.0 0.0

交通関係　合計 125.3 0.0 64.7 190.0

うち　バリアフリー関係 0.8 0.0 0.0 0.8
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【問２ 地域公共交通施策の推進状況】 

（１）公共交通に関する協議会等の設置状況について 

１）協議会等の開催状況について（いずれかを選択） 

○道路運送法に基づく「地域公共交通会議」や「地域協議会」または、地域公共交通の活性化

及び再生に関する法律に基づく「法定協議会」などの協議会は、全ての県で設置されている。

○その開催状況を見ると、年に１回程度開催されているケースと、複数回開催されているケー

スが同数となっている。 

 

 

 

 

 

 

２）今後必要と考える市町村への支援について（該当するものを全て選択） 

○７県のうち６県で、今後「②市町村が抱える課題に対する適切なアドバイス（地域公共交通

会議の設置・運営に対する助言など）の実施、セミナー・研修等の実施」「③複数市町村で

取り組みを進める時の仲介、市町村担当者間の連携を進める際の仲介（コーディネーター

役）、地域公共交通会議への参加など」が必要と回答している。 

○「①市町村への財政支援強化」も必要と考えている県が多い。 

○「⑦市町村に対し、すでに支援を実施しており、さらなる支援は必要ない」「⑧今後とも支

援を実施する考えはない」という回答はなく、公共交通に関して、市町村に対する県からの

支援の重要性が感じられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■協議会等の開催状況

0 1 2 3 4 5 6 7

①年に１回開催

②年に２回開催

③年に３回以上開催

④開催しなかった

■今後必要と考える市町村への支援

0 1 2 3 4 5 6 7

①市町村への財政支援強化

②アドバイスの実施、セミナー・研修等の実施

③複数市町村で取り組みを進める時の仲介等

④都道府県による具体的な取り組みの実施

⑤都道府県としての指針等の検討

⑥その他

⑦さらなる支援は必要ない

⑧今後とも支援を実施する考えはない
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３）国に対する期待について（該当するものを全て選択） 

○県として国に期待していることとしては、「②市町村の取り組みに対する都道府県の関わり

方を示したガイドラインやマニュアルの作成」「③セミナーや研修の実施」と回答している

県が多い。 

○「④都道府県と市町村の関わりにおける好事例の紹介」に対する期待も高い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）日常的に相談する相手について（該当するものを全て選択） 

○地域公共交通施策に関する取り組みを進めるにあたっては、全ての県で「①交通事業者（協

会等含む）」「②市町村の担当者」「④地方運輸局の担当者」と日常的に相談を行っていると

回答している。 

○「⑨相談できる相手がほしいが、特定の相手がおらず困っている」「⑩特に相談する必要は

ない」と回答した県はない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■国に対する期待

0 1 2 3 4 5 6 7

①都道府県担当者向け相談窓口の設置

②ガイドラインやマニュアルの作成

③セミナーや研修の実施

④都道府県と市町村の関わり好事例の紹介

⑤その他

■日常的に相談する相手

0 1 2 3 4 5 6 7

①交通事業者（協会等含む）

②市町村の担当者

③他の都道府県の担当者

④地方運輸局の担当者

⑤地方整備局の担当者

⑥有識者・学識経験者

⑦コンサルタント

⑧その他

⑨特定の相手がおらず困っている

⑩特に必要なし
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第１章 県別地域公共交通の現状把握 

 

（３）必要としている情報について（特に必要を１つ、必要を２つ選択） 

○地域公共交通施策に関する取り組みを進めるにあたって必要としている情報としては、全て

の県が「①国の支援制度の内容」と回答しており、うち５県ではそれが「特に必要」と回答

している。 

○また、６県が必要な情報として「他の地域における事例やその成功要因」を上げている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）公共交通サービス確保の取り組みについて 

１）公共交通サービス確保の地域課題について（最優先課題を１つ、課題を２つ選択） 

○公共交通サービスを確保していく上での地域課題としては、全ての県において「①市町村及

び特定地域における移動（通院・通学・買物等）に対する利便性の低下」が「最優先課題」

であると回答されている。 

○また、全ての県で「③高齢者、障がい者の移動制約の発生」が「課題」であると回答されて

いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■必要としている情報

0 1 2 3 4 5 6 7

①国の支援制度の内容

②地域関係者との合意形成方法

③他の地域における事例・成功要因

④計画の策定方法

⑤各種交通システムのしくみ

⑥有識者・学識経験者等の選定

⑦コンサルタントの選定

⑧その他

⑨特に必要な情報はない

特に必要

必要

■公共交通サービス確保の地域課題

0 1 2 3 4 5 6 7

①移動（通院・買物等）に対する利便性低下

②中心市街地衰退等によるにぎわいの低下

③高齢者、障がい者の移動制約の発生

④自動車利用の増加による環境負荷の増大

⑤市町村合併による地域間格差の発生・拡大

⑥その他

⑦「地域の問題」の生じるおそれはない

最優先課題

課題
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第１章 県別地域公共交通の現状把握 

 

２）交通モード別課題について（モード別にいずれかを選択） 

○全ての交通モードにおいて、「①利用者の減少」が課題となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■交通モード別課題

0 1 2 3 4 5 6 7

【鉄道】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

①利用者の減少

②他機関との連携が悪い

③事業者の経営状況悪化

④その他

【路線バス】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

①利用者の減少

②他機関との連携が悪い

③事業者の経営状況悪化

④その他

【コミュニティバス・乗合タクシー・デマンド交通】

①利用者の減少

②他機関との連携が悪い

③事業者の経営状況悪化

④その他

【離島航路】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

①利用者の減少

②他機関との連携が悪い

③事業者の経営状況悪化

④その他
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第１章 県別地域公共交通の現状把握 

 

（５）「めざすすがた」に対する公共交通の取り組みについて 

１）公共交通の「めざすすがた」について（該当するものを全て選択） 

○各県が公共交通に関して「めざしているすがた」に対する設問に関しては、回答が多様化し

ており、様々な将来像が描かれているものと考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）「目標」「指標」の設定状況について（いずれかを選択） 

○公共交通サービスの確保に関して「目標」「指標」を設定していると回答している県が多い

が、設定していない県も見られる。 

○目標を設定してない理由としては、「指標化しにくい目標だから」「必要性を感じていないか

ら」が上げられている。 

 

 

 

 

 

（６）地域公共交通活性化・再生総合事業に対する満足度について 
（いずれかを選択） 

○「地域公共交通活性化・再生総合事業」に対する満足度は、「あまり満足していない・満足

してない」という回答はないが、「どちらともいえない」という回答が最も多くなっている。

 

 

 

 

 

 

■「目標」「指標」の設定状況

0 1 2 3 4 5 6 7

①「目標」「指標」を設定している

②「目標」は設定、「指標」は設定なし

③「目標」「指標」は設定していない

■地域公共交通活性化・再生総合事業に対する満足度

0 1 2 3 4 5 6 7

①大いに満足している

②満足している

③どちらともいえない

④あまり満足していない

⑤満足していない

■公共交通の「めざすすがた」

0 1 2 3 4 5 6 7

①利便性が高く、生活しやすいまち

②人が集まりやすい、にぎわいのあるまち

③高齢者や障がい者が移動しやすいまち

④過度に自動車に依存しない、環境にやさしいまち

⑤移動がしやすい、一体性が確保・強化されたまち

⑥地域の安全が確保されたまち

⑦その他（回答欄に自由記述）

⑧わからない、今後検討する
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第１章 県別地域公共交通の現状把握 

 

（７）地域公共交通確保維持改善事業の活用状況について 

１）今後「地域公共交通確保維持改善事業」を活用したい具体的な事業について（該

当するものを全て選択） 

○今後「地域公共交通確保維持改善事業」を活用して公共交通の確保・維持・改善を進めたい

具体的な事業としては、「⑦バリアフリー化設備等整備事業」という回答が最も多く、次い

で「⑧利用環境改善促進等事業」が多くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）「地域公共交通確保維持改善事業」について知りたい情報について（該当するもの

を全て選択） 

○「地域公共交通確保維持改善事業」について知りたい情報としては、「⑥他の都道府県の活

用事例に関する情報」という回答が最も多いが、「②事業の要件に関する情報」「①事業の手

続きに関する情報」という回答も多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■今後「地域公共交通確保維持改善事業」を活用したい具体的な事業

0 1 2 3 4 5 6 7

①地域間幹線系統確保維持事業

②地域内フィーダー系統確保維持事業

③車両減価償却等支援事業

④離島航路確保維持事業（運営費補助）

⑤離島航路確保維持事業（構造改革補助）

⑥離島航路確保維持事業（運航費補助）

⑦バリアフリー化設備等整備事業

⑧利用環境改善促進等事業

⑨鉄道軌道安全輸送設備等整備事業

⑩調査事業

⑪活用したいが活用要件に合致しない

⑫今のところ決まっていない

⑬活用せず自治体単費等で実施

■「地域公共交通確保維持改善事業」について知りたい情報

0 1 2 3 4 5 6 7

①事業の手続きに関する情報

②事業の要件に関する情報

③事業の予算・規模に関する情報

④生活交通ネットワーク計画に関する情報

⑤協議会の設置に関する情報

⑥他の都道府県の活用事例に関する情報

⑦知りたい情報は特にない

⑧その他（回答欄に自由記述）
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第１章 県別地域公共交通の現状把握 

 

【問３ 交通に関する計画・方針の策定状況】 

（１）計画・方針の策定状況について（該当するものを全て選択） 

○県が策定している交通に関する計画・方針の中で、最も多いものは「②路線バス関連」とな

っており、次いで「④利用航路関連」となっている。 

※交通に関する計画・方針：都市基本計画や交通基本計画などのマスタープラン、都道府県独

自で行っている鉄軌道やバスの維持活性化に関する計画、連携計画や生活交通ネットワーク

計画等の補助対象事業における計画など 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【問４ 国によるノウハウ・情報提供の活用状況】 

（１）ノウハウ・情報提供の活用状況及び評価について 
（該当するものを全て選択） 

○国が実施している地域公共交通サービス確保に関するノウハウ・情報提供のうち、全ての県

で「①公共交通活性化に関する専門ホームページによる情報提供」が活用されており、満足

度合いも平均以上となっている。 

○改善すべき点としては、デマンド交通に関する導入経緯、予算、軽減率、契約に至るまでの

事務作業（補助金申請）、乗車率の推移等の情報充実が上げられている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■計画・方針の策定状況

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

①鉄軌道関連

②路線バス関連

③コミュニティバス・乗合タクシー関連

④離島航路関連

⑤バリアフリー関連

⑥その他

■ノウハウ・情報提供の活用状況及び評価

※（　）内の数字は満足度合いの平均値を示す（5：大いに満足～1：満足していないの５段階）

0 1 2 3 4 5 6 7

①公共交通活性化に関する専門ＨＰ（3.7）

②地域公共交通活性化・再生への事例集（3.8）

③公共交通支援センターのＨＰ（3.5）

④アドバイザー無料派遣制度（0.0）

⑤シンポジウム・セミナーの開催（4.3）
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第１章 県別地域公共交通の現状把握 

 

【問５ 市町村との関わりの状況】 

（１）市町村からの相談状況について 

１）市町村からの相談内容について（該当するものを全て選択） 

○市町村から受ける具体的な相談内容としては「②財政支援」が最も多く、全ての県で選択さ

れている。 

○「①交通計画策定方法」「⑦都道府県主体の取り組み要請」に対する相談も半数以上の県で

見られる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）市町村からの相談に対する対応について（該当するものを全て選択） 

○相談を受けた場合、「①相談を受け、具体的な対応策や適切なアドバイスを講じている」「②

県だけで対応が難しいときは、運輸局等国の機関や専門家等と相談の上、対応している」な

ど、県としての対応が行われている。 

 

 

 

 

 

 

■市町村からの相談に対する対応

0 1 2 3 4 5 6 7

①対応策の提示、アドバイスの実施

②国機関や専門家等と相談の上対応

③具体的な対応ができていない

④その他

■市町村からの相談内容

0 1 2 3 4 5 6 7

①交通計画策定方法

②財政支援

③近隣市町村協議の調整・仲介

④民間事業者協議の調整・仲介

⑤地域住民等と市町村協議の調整・仲介

⑥他都道府県の市町村協議の調整・仲介

⑦都道府県主体の取り組み要請

⑧その他
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第１章 県別地域公共交通の現状把握 

 

（２）市町村に対する支援の状況について 

１）財政支援の有無について（いずれかを選択） 

○市町村に対して財政支援を行っている県が多い。 

 

 

 

 

 

２）補助額の状況について（九州合計） 

○補助は県単独で行われているケースが多く、中でも「②コミュニティバス、乗合タクシー、

デマンド交通の導入・維持に関する補助」が大半を占めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

３）財政支援以外の取り組みの有無について（いずれかを選択） 

○財政支援以外にも市町村に対して支援を行っている県が多い。 

 

 

 

 

 

■財政支援の有無

0 1 2 3 4 5 6 7

①市町村（公益法人含む）への財政支援あり

②市町村（公益法人含む）への財政支援なし

■財政支援以外の取り組みの有無

0 1 2 3 4 5 6 7

①財政支援以外の取り組みあり

②財政支援以外の取り組みなし

■補助額の状況

項目 国との協調補助 都道府県単独

（平成22年度） （平成22年度）

（千円） （千円）

調査・計画策定
に関する支援

①公共交通に関する調査や計画の策定に
　関する補助

0 3,251

運行に関する支援
②コミュニティバス、乗合タクシー、デマンド
　交通の導入・維持に関する補助

706 107,243

③その他 0 4,104
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第１章 県別地域公共交通の現状把握 

 

４）財政支援以外の取り組み内容について（該当するものを全て選択） 

○県が実施している市町村への財政支援以外の取り組みとしては、「③市町村主宰の地域公共

交通会議への参加」「①市町村が抱える課題に対する適切なアドバイス（地域公共交通会議

の設置・運営に対する助言など）の実施、セミナー・研修等の実施」が多くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【問６ 補助公共交通機関の状況】 

（１）県単独補助路線の状況について 

１）バス路線の状況について 

○単独でバス路線への補助を行っていると回答した県は２となっており、平成 22 年度合計で

約 1.8 億円の補助が行われている。 

２）鉄軌道・路線航路等の状況について 

○単独で鉄軌道への補助を行っていると回答した県は２となっており、平成 22 年度合計で約

0.8 億円の補助、路線航路への補助を行っていると回答した県も２となっており、平成 22

年度合計で約 1.1 億円の補助が行われている。 

（２）市町村との協調補助路線の状況について 

○市町村との協調補助を行っていると回答した県は５となっており、そのうちバス路線に対し

ては４県平成 22 年度合計で約 2.3 億円の補助、鉄軌道に対しては１県約 0.9 億円の補助が

行われている。 

 

■財政支援以外の取り組み内容

0 1 2 3 4 5 6 7

①アドバイスの実施、セミナー・研修等の実施

②複数市町村で取り組みを進める時の仲介等

③市町村主宰の地域公共交通会議への参加

④都道府県による具体的な取り組みの実施

⑤都道府県としての指針等の検討

⑥その他
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第２章 市町村別地域公共交通の現状把握 

 

１．調査の概要 

（１）アンケートの配布状況 

１）配布・回収方法 

・以下に示す「送信ファイル（ワード・エクセルファイル）」の電子メールによる送信（九

州管内各市町村交通担当者への送信） 

・記入済み「アンケート調査票（エクセルファイル）」の電子メールによる回収（九州運輸

局への返信による回収） 

２）送信ファイル 

①「地域公共交通に関するアンケート調査」のお願い 

②地域公共交通に関するアンケート調査票 

③添付資料について 

３）アンケート実施時期 

・平成 23 年 11 月 25 日（月）～平成 23 年 12 月 26 日（金） 

（２）アンケートの回収状況 

 送信数 回収数 回収率 

福岡県 60 60 100％

佐賀県 20 20 100％

長崎県 21 21 100％

熊本県 45 44 98％

大分県 18 18 100％

宮崎県 26 26 100％

鹿児島県 43 42 98％

合計 233 231 99％

（３）調査対象 

１）本調査で対象とするコミュニティバス・乗合タクシーについて 

・「コミュニティバス・乗合タクシー」の定義は、平成 21 年 12 月 18 日の通達「地域公共交

通会議に関する国土交通省としての考え方について（国自旅第 161 号）」の別添２「コミ

ュニティバスの導入に関するガイドライン」に定義されているものとした。 

※全文 http://www.mlit.go.jp/common/000057532.pdf 
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第２章 市町村別地域公共交通の現状把握 

 

《抜粋》 

２．コミュニティバスの定義 

本ガイドラインで「コミュニティバス」とは、交通空白地域・不便地域の解消等を図る

ため、市町村等が主体的に計画し、以下の方法により運行するものをいう。 

（１）交通事業者に委託して運送を行う乗合バス（乗車定員 11 人未満の車両を用いる「乗

合タクシー」を含む。 

（２）市町村自らが自家用有償旅客運送者の登録を受けて行う市町村運営有償運送 

２）調査対象外とするバスについて 

・本調査では、民間の路線バスや市町村が「交通事業者」という立場で経営・運行している

公営バス（いわゆる市営バス等）は対象外とした。 

３）調査対象年度について 

・市町村の運営によるコミュニティバス・乗合タクシー等の取り組みについては、「平成 22

年 4 月 1 日～平成 23 年 3 月 31 日（22 年度）」に運行実績のあるものを調査対象とした。 

・平成 22 年度以前の取り組み、今年度からの取り組み、平成 24 年度以降予定されている取

り組みはすべて対象外とした。 

・コミュニティバス・乗合タクシー等については、実証運行段階か、本格運行段階かは問わ

ず、平成 22 年度に実績があるものはすべて調査対象とした。 
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第２章 市町村別地域公共交通の現状把握 

 

２．アンケート集計 

【問１ 交通関連予算や国・県補助金の活用状況】 

（１）交通関連予算の状況について 

○全体でみると、総予算額に占める公共交通関連予算の割合が「②0.1％以上～0.2％未満」の

市町村が１／４以上を占めている。 

○人口規模別に見ると「人口規模が小さい地域」、地域特性別に見ると「過疎地域」、高齢化特

性別に見ると「高齢化率九州平均以上地域」において公共交通関連予算割合が比較的高い市

町村が多くなっており、「人口規模が小さく、過疎化しており、高齢化が進んでいる地域」

では交通関連予算割合が高くなる傾向にある。 

※「交通関連予算」：鉄軌道、路線バス、コミュニティバス、乗合タクシー、旅客船、福祉バ

ス、スクールバスなど、交通に関連する予算で、高齢者・障がい者向けの割引措置（無料バ

ス・福祉タクシー乗車券）などの予算も含むもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①0.1％
未満

②0.1％以上
～0.2％未満

③0.2％以上
～0.3％未満

④0.3％以上
～0.5％未満

⑤0.5％以上
～1.0％未満

⑥1.0％
以上

⑦不明
総計

（不明除）
総計

■総計　　　　　　　　　 36 49 35 34 14 16 47 184 231

■人口規模別　　　　　　

①１万人未満 4 7 8 9 9 6 11 43 54

②１万人以上～３万人未満 14 9 13 12 4 4 19 56 75

③３万人以上～５万人未満 7 12 8 5 3 10 35 45

④５万人以上 11 21 6 8 1 3 7 50 57

■地域特性別　　　　　　

①過疎地域 11 13 20 19 11 10 18 84 102

②過疎地域以外 25 36 15 15 3 6 29 100 129

■高齢化特性別　　　　　

①高齢化率九州平均以上 25 38 31 28 13 12 36 147 183

②高齢化率九州平均未満 11 11 4 6 1 4 11 37 48

■総予算額に占める交通関連予算の割合（N=184：不明除く）

19.6

9.3

25.0

20.0

22.0

13.1

25.0

17.0

29.7

26.6

16.3

16.1

34.3

42.0

15.5

36.0

25.9

29.7

19.0

18.6

23.2

22.9

12.0

23.8

15.0

21.1

10.8

18.5

20.9

21.4

14.3

16.0

22.6

15.0

19.0

16.2

7.6

20.9

7.1

13.1

3.0

8.8

8.7

14.0

7.1

8.6

6.0

11.9

6.0

8.2

10.82.7

2.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

■総計　　　　　　　　　

■人口規模別　　　　　　

①１万人未満

②１万人以上～３万人未満

③３万人以上～５万人未満

④５万人以上

■地域特性別　　　　　　

①過疎地域

②過疎地域以外

■高齢化特性別　　　　　

①高齢化率九州平均以上

②高齢化率九州平均未満

①0.1％未満 ②0.1％以上～0.2％未満 ③0.2％以上～0.3％未満

④0.3％以上～0.5％未満 ⑤0.5％以上～1.0％未満 ⑥1.0％以上
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第２章 市町村別地域公共交通の現状把握 

 

（２）国・県の補助金の活用状況について 

１）交通関連補助受給先について 

○平成 22 年度に国・県から補助を受けた件数（回答数）：223 件 

○全体で見ると、県からの補助を受けているケースが約２／３を占めている。 

○人口規模が大きい地域、過疎地域以外地域、高齢化率が九州平均未満地域の方が、それ以外

の地域よりも国から補助を受けるケースが多くなっている。 

○国からの補助については、国土交通省の補助を受けているケースが多い。 

※「交通関連補助額」：「交通関連予算」と同様の定義とし、鉄軌道、路線バス、コミュニティ

バス、乗合タクシー、旅客船、福祉バス、スクールバスなど、交通に関連する補助金（補助

金には負担金・交付金等を含む） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①国土交通省からの補助 ②国土交通省以外の国からの補助 ③県からの補助 総計

■総計　　　　　　　　　 55 21 147 223

■人口規模別　　　　　　

①１万人未満 4 3 41 48

②１万人以上～３万人未満 17 6 43 66

③３万人以上～５万人未満 9 3 19 31

④５万人以上 25 9 44 78

■地域特性別　　　　　　

①過疎地域 24 8 80 112

②過疎地域以外 31 13 67 111

■高齢化特性別　　　　　

①高齢化率九州平均以上 36 19 125 180

②高齢化率九州平均未満 19 2 22 43

■交通関連補助受給先（N=223）

24.7

8.3

25.8

29.0

32.1

21.4

27.9

20.0

44.2

9.4

6.3

9.1

9.7

11.5

7.1

11.7

10.6

4.7

65.9

85.4

65.2

61.3

56.4

71.4

60.4

69.4

51.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

■総計　　　　　　　　　

■人口規模別　　　　　　

①１万人未満

②１万人以上～３万人未満

③３万人以上～５万人未満

④５万人以上

■地域特性別　　　　　　

①過疎地域

②過疎地域以外

■高齢化特性別　　　　　

①高齢化率九州平均以上

②高齢化率九州平均未満

①国土交通省からの補助 ②国土交通省以外の国からの補助 ③県からの補助
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第２章 市町村別地域公共交通の現状把握 

 

２）国や県から受けた交通関連補助額について 

○全体でみると、補助額として最も多いケースは「①200 万円未満」であるが、「⑤3,000 万円

以上」の高額補助を受けているケースも１割程度見られる。 

○人口規模が大きい地域、過疎地域以外地域、高齢化率が九州平均未満地域の方が、それ以外

の地域よりも高額補助を受けるケースが多くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①200
万円未満

②200万円以上
～500万円未満

③500万円以上
～1,000万円未満

④1,000万円以上
～3,000万円未満

⑤3,000
万円以上

⑥不明 総計

■総計　　　　　　　　　 63 56 41 39 22 2 223

■人口規模別　　　　　　

①１万人未満 19 17 4 5 2 1 48

②１万人以上～３万人未満 17 19 15 8 6 1 66

③３万人以上～５万人未満 9 8 7 6 1 31

④５万人以上 18 12 15 20 13 78

■地域特性別　　　　　　

①過疎地域 31 37 16 18 9 1 112

②過疎地域以外 32 19 25 21 13 1 111

■高齢化特性別　　　　　

①高齢化率九州平均以上 51 48 31 32 16 2 180

②高齢化率九州平均未満 12 8 10 7 6 43

■国や県から受けた交通関連補助額（N=223）

28.3

39.6

25.8

29.0

23.1

27.7

28.8

28.3

27.9

25.1

35.4

28.8

25.8

15.4

33.0

17.1

26.7

18.6

18.4

8.3

22.7

22.6

19.2

14.3

22.5

17.2

23.3

17.5

10.4

12.1

19.4

25.6

16.1

18.9

17.8

16.3

9.9

4.2

9.1

3.2

16.7

8.0

11.7

8.9

14.0

1.1

0.9

0.9

1.5

2.1

0.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

■総計　　　　　　　　　

■人口規模別　　　　　　

①１万人未満

②１万人以上～３万人未満

③３万人以上～５万人未満

④５万人以上

■地域特性別　　　　　　

①過疎地域

②過疎地域以外

■高齢化特性別　　　　　

①高齢化率九州平均以上

②高齢化率九州平均未満

①200万円未満 ②200万円以上～500万円未満 ③500万円以上～1,000万円未満

④1,000万円以上～3,000万円未満 ⑤3,000万円以上 ⑥不明
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【問２ 地域公共交通施策の推進状況】 

（１）公共交通施策担当部署について 

１）公共交通等の専任担当者数について 

○全体でみると、公共交通等の専任担当者を配置していない市町村が約８割を占めている。 

○人口規模が大きい地域、過疎地域以外地域、高齢化率が九州平均未満地域の方が、それ以外

の地域よりも専任の公共交通担当者を配置しているケースが多くなっている。 

○特に、人口規模が５万人以上の場合、市町村の職員数も多くなることから約 45％で専任の

公共交通担当者が配置されている。逆の場合は専任の担当者を確保することが難しいものと

考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①1人 ②2人以上 ③なし・不明 総計

■総計　　　　　　　　　 26 21 184 231

■人口規模別　　　　　　

①１万人未満 4 1 49 54

②１万人以上～３万人未満 5 1 69 75

③３万人以上～５万人未満 8 2 35 45

④５万人以上 9 17 31 57

■地域特性別　　　　　　

①過疎地域 11 4 87 102

②過疎地域以外 15 17 97 129

■高齢化特性別　　　　　

①高齢化率九州平均以上 20 12 151 183

②高齢化率九州平均未満 6 9 33 48

■公共交通等の専任担当者数（N=231）

11.3

7.4

6.7

17.8

15.8

10.8

11.6

10.9

12.5

9.1

4.4

29.8

3.9

13.2

6.6

18.8

79.7

90.7

92.0

77.8

54.4

85.3

75.2

82.5

68.8

1.3

1.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

■総計　　　　　　　　　

■人口規模別　　　　　　

①１万人未満

②１万人以上～３万人未満

③３万人以上～５万人未満

④５万人以上

■地域特性別　　　　　　

①過疎地域

②過疎地域以外

■高齢化特性別　　　　　

①高齢化率九州平均以上

②高齢化率九州平均未満

①1人 ②2人以上 ③なし・不明
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２）公共交通等の兼任担当者数について 

○全体でみると、９割以上の市町村で兼任の担当者が配置されている。 

○人口規模が大きい地域、過疎地域以外地域、高齢化率が九州平均未満地域では専任担当者が

配置されている市町村が多いため、兼任担当者が配置されていないケースも多く見られる。

○兼任の場合、「交通」「総合計画・企画」担当部署と兼任しているケースが多くなっている。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■兼任担当者の主な業務内容（N=212）

※【　】内の数字は兼任担当者ありと回答した市町村数（212）に対する割合

156

141

76

23

8

7

2

2

78

0 20 40 60 80 100 120 140 160 180

交通【73.6％】

総合計画・企画【66.5％】

都市計画・まちづくり【35.8％】

観光【10.8％】

福祉【 3.8％】

生活・環境【 3.3％】

土木・建設【 0.9％】

教育【 0.9％】

その他【36.8％】

①1人 ②2人 ③3人以上 ④なし・不明 総計

■総計　　　　　　　　　 111 66 35 19 231

■人口規模別　　　　　　

①１万人未満 31 18 4 1 54

②１万人以上～３万人未満 42 17 15 1 75

③３万人以上～５万人未満 21 15 6 3 45

④５万人以上 17 16 10 14 57

■地域特性別　　　　　　

①過疎地域 55 29 14 4 102

②過疎地域以外 56 37 21 15 129

■高齢化特性別　　　　　

①高齢化率九州平均以上 91 58 24 10 183

②高齢化率九州平均未満 20 8 11 9 48

■公共交通等の兼任担当者数（N=231）

48.1

57.4

56.0

46.7

29.8

53.9

43.4

49.7

41.7

28.6

33.3

22.7

33.3

28.1

28.4

28.7

31.7

16.7

15.2

7.4

20.0

13.3

17.5

13.7

16.3

13.1

22.9

8.2

6.7

24.6

3.9

11.6

5.5

18.8

1.3

1.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

■総計　　　　　　　　　

■人口規模別　　　　　　

①１万人未満

②１万人以上～３万人未満

③３万人以上～５万人未満

④５万人以上

■地域特性別　　　　　　

①過疎地域

②過疎地域以外

■高齢化特性別　　　　　

①高齢化率九州平均以上

②高齢化率九州平均未満

①1人 ②2人 ③3人以上 ④なし・不明
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（２）公共交通の取り組みを進める上での課題について 

１）取り組みを進める上での課題について（該当するものを全て選択） 

○半数以上の市町村が「③専門部署がない、人材が不足している」と回答している。 

○約４割の市町村が「⑥国の財政支援（補助金、地方交付税）が十分ではない」ことが課題で

あると回答している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）交通事業者の協力が得られないケースについて（該当するものを全て選択） 

○７割以上の市町村が「②コミュニティバス・乗合タクシーの運行など、新しい地域公共交通

の導入等に当たって、バス事業者、タクシー事業者との調整が難航する」と回答している。

○具体的な事例記載においても、コミュニティバス・乗合タクシーの運行の際にバス事業者・

タクシー事業者からの反対が非常に強かった、調整が難航した、導入が頓挫したなどの記載

が多く見られた。 

※１）の設問で「①事業者の協力が得られない」と回答した市町村のみ回答（N=17） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■交通事業者の協力が得られないケース（N=17）

※【　】内の数字は「事業者の協力が得られない」と回答した市町村数（17）に対する割合

0

12

6

5

0

2

0 2 4 6 8 10 12 14

①鉄軌道導入時のバス事業者との調整【 0.0％】

②ｺﾐﾊﾞｽ導入時等のﾊﾞｽ･ﾀｸｼｰ事業者との調整【70.6％】

③バス事業者のﾈｯﾄﾜｰｸ再編時の調整【35.3％】

④事業者が有する情報提供が不十分【29.4％】

⑤合意・協議成立後の合意破棄【 0.0％】

⑥その他【11.8％】

■公共交通の取り組みを進める上での課題（N=231）

※【　】内の数字は総数（231）に対する割合

17

19

127

29

24

90

13

38

0 20 40 60 80 100 120 140

①事業者の協力が得られない【 7.4％】

②市民等の理解が得られない【 8.2％】

③専門部署がない、人材不足【55.0％】

④情報不足、相談相手不足【12.6％】

⑤行政内部の連携・理解不足【10.4％】

⑥国の財政支援不足【39.0％】

⑦どうすべきかわからない【 5.6％】

⑧課題（回答）なし【16.5％】
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３）市民、住民、利用者の理解・協力が得られない場合の対応について（該当するも

のを全て選択） 

○「②広報誌、ＨＰ等を活用して、周知を図る」「③地域公共交通会議等の合意形成を図る公

的な協議会等において、住民代表に十分な参画を得る」などの対応が図られている。 

○「①ワークショップ、自治会など会議・会合の設定により、理解を得られる場を設ける」と

いう回答も半数以上を占めている。 

○具体的な課題・対応策記載においても、公共交通サービスは継続的に享受できることがあた

りまえという意識が強く、利用することの大切さの認識が薄いなど、市民の公共交通に関す

る意識の向上が課題という意見が多い。 

※１）の設問で「②市民等の理解が得られない」と回答した市町村のみ回答（N=19） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）公共交通に関する協議会等の設置状況について 

１）協議会等の設置の有無について（該当するものを全て選択） 

○「①道路運送法に基づく「地域公共交通会議」や「運営協議会」または、地域公共交通の活

性化及び再生に関する法律に基づく「法定協議会」」が設置されている市町村の割合が

64.9％と高くなっている。 

○①及び②両方が設置されているという回答も 14 市町村見られる。 

○協議会等が設置されていない市町村も全体の約１／４程度見られる。 

 

 

 

 

 

■市民、住民、利用者の理解・協力が得られない場合の対応（N=19）

※【　】内の数字は「市民等の理解が得られない」と回答した市町村数（19）に対する割合

10

14

12

1

0

0 2 4 6 8 10 12 14 16

①ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ、自治会など会議・会合の設定【52.6％】

②広報誌、ＨＰ等を活用した周知【73.7％】

③地域公共交通会議等への住民代表の参画促進【63.2％】

④その他【5.3％】

⑤特に対応なし、対応方策が分からない【 0.0％】

■協議会等の設置の有無（N=231）

※【　】内の数字は総数（231）に対する割合

150

34

57

0 20 40 60 80 100 120 140 160

①地域公共交通会議、運営協議会、法定協議会【64.9％】

②その他任意の会議（庁内連絡会議など）【14.7％】

③協議会等を設置していない【24.7％】
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２）協議会等の開催状況について（いずれかを選択） 

○協議会等の開催頻度は、「③年に３回以上開催」していると回答した市町村が 38.8％と最も

多くなっている。 

○協議会等を開催している場合、「協議会以外の会議は開催していない」市町村が多く、３／

４以上を占めている。 

※１）の設問で「①もしくは②」と回答した市町村のみ回答（N=170） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）日常的に相談する相手について（該当するものを全て選択） 

○公共交通施策を進める際に日常的に相談を行っている相手としては、「①交通事業者（協会

等含む）」「②他の市町村の担当者」「③都道府県の担当者」「④地方運輸局の担当者」と回答

した市町村が多く、ケースバイケースで多様な相手に相談を行いながら施策等を実施してい

るものと考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■協議会等の開催状況（N=170） ■協議会以外の会議等の開催状況 （N=170）

※（　）内の数字は実数 ※（　）内の数字は実数

①年に１回
開催（45）
26.5%

②年に２回
開催（36）
21.2%

③年に３回
以上開催
（66）
38.8%

④開催しな
かった・不
明（23）
13.5%

①開催した
（33）
19.4%

③不明（8）
4.7%

②開催して
いない
（129）
75.9%

■日常的に相談する相手（N=231）

※【　】内の数字は総数（231）に対する割合

152

136

139

133

6

21

41

6

18

1

0 20 40 60 80 100 120 140 160

①交通事業者（協会等含む）【65.8％】

②他の市町村の担当者【58.9％】

③都道府県の担当者【60.2％】

④地方運輸局の担当者【57.6％】

⑤地方整備局の担当者【 2.6％】

⑥有識者・学識経験者【 9.1％】

⑦コンサルタント【17.7％】

⑧その他【 2.6％】

⑨特定の相手がおらず困っている【7.8％】

⑩特に必要なし【 0.4％】
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（５）必要としている情報について（特に必要を１つ、必要を２つ選択） 

○取り組みを進めていく上で必要な情報としては「①国の支援制度の内容」という回答が最も

多く、それが最も重要であると考えている市町村も多い。 

○「②県の支援制度の内容」という回答も比較的多く、全体的に支援制度関連情報のニーズが

高くなっている。 

○「④他の地域における事例やその成功要因」「⑤計画の策定方法」が重要と考えている市町

村の割合も半数以上となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）公共交通サービス確保の取り組みについて 

１）公共交通サービス確保の地域課題について（最優先課題を１つ、課題を２つ選択） 

○全体の約９割の市町村が「①市町村全体及び特定地域における移動（通院・通学・買物等）

に対する利便性の低下」が課題であると回答しており、それが最優先課題であると回答して

いる市町村も多い。 

○高齢化率が高い市町村も多いことから「③高齢者、障がい者の移動制約の発生」という回答

も３／４以上を占めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■必要としている情報（N=231）

※【　】内の数字は総数（231）に対する割合

88

11

17

25

52

16

2

2

63

86

51

92

64

74

7

14

1

2

0 20 40 60 80 100 120 140 160

①国の支援制度の内容【65.4％】

②県の支援制度の内容【42.0％】

③地域関係者との合意形成方法【29.4％】

④他の地域における事例・成功要因【50.6％】

⑤計画の策定方法【50.2％】

⑥各種交通システムのしくみ【39.0％】

⑦有識者・学識経験者等の選定【 3.9％】

⑧コンサルタントの選定【 6.1％】

⑨その他【 1.3％】

⑩特に必要な情報はない【 0.9％】

特に重要

重要

■公共交通サービス確保の地域課題（N=231）

※【　】内の数字は総数（231）に対する割合

149

10

39

1

5

5

58

117

140

37

39

15

3

0 50 100 150 200 250

①移動（通院・買物等）に対する利便性低下【89.6％】

②中心市街地衰退等によるにぎわいの低下【55.0％】

③高齢者、障がい者の移動制約の発生【77.5％】

④自動車利用の増加による環境負荷の増大【16.5％】

⑤市町村合併による地域間格差発生・拡大【19.0％】

⑥その他【 8.7％】

⑦「地域の問題」の生じるおそれはない【 1.3％】

最優先課題

課題
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２）交通モード別課題について（モード別にいずれかを選択） 

○全ての交通モードにおいて、「①利用者の減少」が課題となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■交通モード別課題

※該当する交通モードのみ回答

77

32

11

4

185

7

27

2

77

40

7

28

21

4

10

2

0 20 40 60 80 100 120 140 160 180 200

【鉄道】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

①利用者の減少

②他機関との連携が悪い

③事業者の経営状況悪化

④その他

【路線バス】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

①利用者の減少

②他機関との連携が悪い

③事業者の経営状況悪化

④その他

【コミュニティバス・乗合タクシー・デマンド交通】

①利用者の減少

②他機関との連携が悪い

③事業者の経営状況悪化

④その他

【離島航路】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

①利用者の減少

②他機関との連携が悪い

③事業者の経営状況悪化

④その他
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（７）「めざすすがた」に対する公共交通の取り組みについて 

１）公共交通の「めざすすがた」について（いずれかを選択） 

○「①利便性が高く、生活しやすいまち」という回答が 64.1％と最も多くなっている。 

○「③高齢者や障がい者が移動しやすいまち」という回答が 22.1％と第２位であり、その２

つで 86.2％とほとんどを占めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）「目標」「指標」の設定状況について（いずれかを選択） 

○「③「目標」「指標」は設定していない」

という回答が最も多く約６割を占めて

いる。 

○「①「目標」「指標」を設定している」

「②「目標」は設定しているが「指標」

は設定していない」はそれぞれ約２割と

なっている。 

○目標の例としては「利用者維持・増加」

「公共交通の維持」「交通空白地の解消」

「公共交通の利便性向上」「便利な公共

交通体系の構築」などが多く見られる。

○指標の例としては「鉄道・路線バス・コ

ミュニティバス」の利用者数を具体的に

設定しているケースが多い。 

 

 

 

■「目標」「指標」の設定状況（N=231）

※（　）内の数字は実数

①「目標」
「指標」を設
定している

（46）
19.9%

④不明（7）
3.0%

③「目標」
「指標」は設
定していな
い（134）
58.0% ②「目標」は

設定、「指
標」は設定
なし（44）
19.0%

■公共交通の「めざすすがた」（N=231）

※（　）内の数字は実数

①利便性が高く、生活し
やすいまち（148）

64.1%
②人が集まりやすい、に
ぎわいのあるまち（10）

4.3%

③高齢者や障がい者が
移動しやすいまち（51）

22.1%

⑥地域の安全が確保され
たまち（2）

0.9%

⑦その他（2）
0.9%

⑧わからない、今後検討
する（1）
0.4%

④過度に自動車に依存し
ない、環境にやさしいまち

（4）
1.7%

⑤移動がしやすい、一体
性が確保・強化されたま

ち（5）
2.2% ⑨不明（8）

3.5%
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３）事後評価の実施状況について（いずれかを選択） 

○設定した「目標」「指標」に関して「①事後評価を行った」と回答した市町村は 54.4％と半

数を超えているが、「②事後評価を行っていない」と回答している市町村も 40.0％と多く見

られる。 

○事後評価の期限・回数は地域交通活性化・再生事業で指定された範囲で行われているケース

が多い。 

※事後評価の実施状況は、１）の設問で「①もしくは②」と回答した市町村のみ回答（N=90）

※事後評価の時期・回数等は、「①事後評価を行った」と回答した市町村のみ回答（N=49） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４）目標・指標を設定しない理由について（該当するものを全て選択） 

○「④指標化しにくい目標だから」「⑦理由なし・必要性なし」という理由で目標・指標を設

定していない市町村が多い。 

※１）の設問で「③目標・指標は設定していない」と回答した市町村のみ回答（N=134） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■目標・指標を設定しない理由（N=134）

※【　】内の数字は、「目標・指標設定なし」と回答した市町村数（134）に対する割合

21

23

17

43

21

3

34

13

2

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45 50

①目標の設定のしかたが分からないから【15.7％】

②目標設定の議論がされていないから【17.2％】

③指標設定の議論がされていないから【12.7％】

④指標化しにくい目標だから【32.1％】

⑤目標設定をするつもりはないから【15.7％】

⑥指標数値データ作成予算がないから【 2.2％】

⑦理由なし（必要性なし）【25.4％】

⑧その他【 9.7％】

⑨不明【 1.5％】

■事後評価の実施状況 （N=90） ■事後評価の期限・回数等（N=49）

※（　）内の数字は実数 ※（　）内の数字は実数

③不明（5）
5.6%

①事後評価
を行った
（49）
54.4%

②事後評価
を行ってい
ない（36）
40.0%

①地域公共
交通活性
化・再生総
合事業で指
定された期
限・回数で
事後評価を
実施（27）
55.1%

②地域公共
交通活性
化・再生総
合事業で指
定された以
外の時期や
回数で事後
評価を実施

（15）
30.6%

③「①及び
②」両方（7）

14.3%
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（８）地域公共交通活性化・再生総合事業に対する満足度について 
（該当するものを全て選択） 

○地域公共交通活性化・再生総合事業に対しては「①運輸局の担当者が随時相談にのってくれ

た」と評価する意見が最も多くなっている。 

○他にも「②地域公共交通に関する学識経験者、コンサルタント等の専門家がアドバイスをし

てくれた」「③法定協議会を通じて、交通事業者や運輸局（沖縄総合事務局を含む）、学識経

験者、住民等とのネットワークを構築することができた」「④住民や利用者から、取り組み

に肯定的な意見が寄せられている」など肯定的な評価が多く見られる。 

○マイナス評価としては「⑨事業の実用性（使い勝手）や手続きの点で問題がある」という意

見が寄せられている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■地域公共交通活性化・再生総合事業を活用した市町村の状況

61

36

45

26

0

2

1

3

12

2

0 10 20 30 40 50 60 70

①運輸局の担当者が随時相談にのってくれた

②専門家からアドバイスを受けられた

③交通事業者・住民等とのネットワーク構築ができた

④住民等から取り組みに肯定的な意見が寄せられた

⑤運輸局の担当者があまり相談にのってくれなかった

⑥専門家からアドバイスを受けられなかった

⑦交通事業者・住民等との協議が不十分だった

⑧住民等から取り組みに否定的な意見が寄せられた

⑨事業の実用性や手続きの点で問題がある

⑩その他
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（９）地域公共交通確保維持改善事業の活用状況について 

１）今後「地域公共交通確保維持改善事業」を活用したい具体的な事業について（該

当するものを全て選択） 

○地域公共交通確保維持改善事業については、「②地域内フィーダー系統確保維持事業」を活

用したいと回答している市町村が１／３を占めており、最も多い。 

○一方で、「⑫対象となる具体的な事業は今のところ決まっていない」「⑪活用したいが活用要

件に合致しない」という回答も２・３番目に多くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）「地域公共交通確保維持改善事業」について知りたい情報について（該当するもの

を全て選択） 

○全体の６割以上の市町村が「⑥他の市町村の活用事例に関する情報」を知りたいと回答して

おり、最も多い。 

○「②事業要件」「①事業手続き」など実施要項等に関する情報を知りたいという意見も多い。

 

 

 

 

 

 

 

■今後「地域公共交通確保維持改善事業」を活用したい具体的な事業

※【　】内の数字は、総数（231）に対する割合

26

77

9

13

8

11

17

8

6

27

41

57

4

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

①地域間幹線系統確保維持事業【11.3％】

②地域内フィーダー系統確保維持事業【33.3％】

③車両減価償却等支援事業【3.9％】

④離島航路確保維持事業（運営費補助）【5.6％】

⑤離島航路確保維持事業（構造改革補助）【3.5％】

⑥離島航路確保維持事業（運航費補助）【4.8％】

⑦バリアフリー化設備等整備事業【7.4％】

⑧利用環境改善促進等事業【3.5％】

⑨鉄道軌道安全輸送設備等整備事業【2.6％】

⑩調査事業【11.7％】

⑪活用したいが活用要件に合致しない【17.7％】

⑫今のところ決まっていない【24.7％】

⑬活用せず自治体単費等で実施【1.7％】

■「地域公共交通確保維持改善事業」について知りたい情報（N=231）

※【　】内の数字は総数（231）に対する割合

113

135

76

80

38

139

6

2

0 20 40 60 80 100 120 140 160

①事業の手続きに関する情報【48.9％】

②事業の要件に関する情報【58.4％】

③事業の予算・規模に関する情報【32.9％】

④生活交通ネットワーク計画に関する情報【34.6％】

⑤協議会の設置に関する情報【16.5％】

⑥他の市町村の活用事例に関する情報【60.2％】

⑦知りたい情報は特にない【 2.6％】

⑧その他【 0.9％】
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【問３ 交通に関する計画・方針の策定状況】 

（１）計画・方針の策定状況について（該当するものを全て選択） 

○交通関連の計画・方針を策定していると回答した市町村は 172（全市町村数の 74.5％）とな

っている。 

○全計画・方針の７割には「③コミュニティバス・乗合タクシー関連」の内容が記載されてお

り、最も多い。 

○「②路線バス関連」の内容も次いで多くなっており、全体的にバス関連の計画・方針の割合

が高い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■交通関連計画・方針の策定内容（N=172）

※【　】内の数字は総計画数（172）に対する割合

49

96

122

19

30

23

0 20 40 60 80 100 120 140

①鉄軌道関連【28.5％】

②路線バス関連【55.8％】

③コミュニティバス・乗合タクシー関連【70.9％】

④離島航路関連【11.0％】

⑤バリアフリー関連【17.4％】

⑥その他【13.9％】
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【問４ 国によるノウハウ・情報提供の活用状況】 

（１）ノウハウ・情報提供の活用状況及び評価について 

１）活用状況及び評価について（該当するものを全て選択） 

○最も良く活用されている取り組みは「①「公共交通活性化」に関する専門ホームページによ

る情報提供」「②「地域公共交通活性化・再生への事例集」ホームページによる情報提供」

であり、約４割の市町村が利用している。 

○全体的に見ると「満足・大いに満足」というプラス評価の割合のほうが高い項目が多いが、

「④アドバイザー無料派遣制度」に関しては、「満足していない」という評価の割合も高く、

平均評価も３を切っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１：満足
して

いない

２：あまり
満足して
いない

３：どちら
とも

いえない

４：満足
している

５：大い
に満足
している

不明 総計
利用
割合

①「公共交通活性化」に関する専門ホームページによる情報
　提供

1 5 26 47 10 3 92 39.8%

②「地域公共交通活性化・再生への事例集」ホームページ
　による情報提供

1 4 28 46 9 4 92 39.8%

③「公共交通支援センター」ホームページによる情報提供
　（（財）運輸政策研究機構）

3 1 15 14 3 1 37 16.0%

④市町村の地域交通担当者に対して適切な助言を行う「ア
ドバイザー（交通専門の学識者等）の無料派遣制度」の創設

3 1 8 3 1 1 17 7.4%

⑤地域公共交通活性化・再生に関するシンポジウム・セミ
　ナーの開催

2 5 15 32 11 4 69 29.9%

※利用割合は総数（231）に対する割合

■活用状況及び評価

※（　）内の数字は満足度合いの平均値を示す

8.1

17.6

5.4

4.3

5.9

7.2

28.3

30.4

40.5

47.1

21.7

51.1

50.0

37.8

17.6

46.4

10.9

9.8

8.1

5.9

15.9

4.3

5.9

5.8
2.9

1.1

1.1

2.7

3.3

2.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①公共交通活性化に関する専門ＨＰ（3.7）

②地域公共交通活性化・再生への事例集（3.7）

③公共交通支援センターのＨＰ（3.4）

④アドバイザー無料派遣制度（2.9）

⑤シンポジウム・セミナーの開催（3.7）

１：満足していない ２：あまり満足していない ３：どちらともいえない

４：満足している ５：大いに満足している 不明



 -32-

第２章 市町村別地域公共交通の現状把握 

 

２）県別活用状況について（該当するものを全て選択） 

○５項目のうち、「①「公共交通活性化」に関する専門ホームページによる情報提供」「②「地

域公共交通活性化・再生への事例集」ホームページによる情報提供」「⑤シンポジウム・セ

ミナーの開催」の３項目で「佐賀県」の利用率が最も高くなっている。 

○全体的な利用率が低い「③公共交通支援センターのＨＰ」「④アドバイザー無料派遣制度」

については「大分県」の利用率が比較的高い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①公共交通活性化
に関する専門ＨＰ

②地域公共交通活性
化・再生への事例集

③公共交通支援
センターのＨＰ

④アドバイザー
無料派遣制度

⑤シンポジウム・
セミナーの開催

総計

総計 92 92 37 17 69 231

①福岡県 20 23 10 7 21 60

②佐賀県 10 10 3 8 20

③長崎県 9 10 1 1 6 21

④熊本県 17 12 7 2 13 44

⑤大分県 7 7 4 3 6 18

⑥宮崎県 13 13 5 4 26

⑦鹿児島県 16 17 7 4 11 42

①公共交通活性化に関する専門ＨＰ：利用率 ②地域公共交通活性化・再生への事例集：利用率

③公共交通支援センターのＨＰ：利用率 ④アドバイザー無料派遣制度：利用率

⑤シンポジウム・セミナーの開催：利用率

：県による活用あり（県アンケート）

：県による活用なし（県アンケート）

33.3

50.0

42.9

38.6

38.9

50.0

38.1

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

①福岡県

②佐賀県

③長崎県

④熊本県

⑤大分県

⑥宮崎県

⑦鹿児島県

38.3

50.0

47.6

27.3

38.9

50.0

40.5

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

①福岡県

②佐賀県

③長崎県

④熊本県

⑤大分県

⑥宮崎県

⑦鹿児島県

16.7

15.0

4.8

15.9

22.2

19.2

16.7

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

①福岡県

②佐賀県

③長崎県

④熊本県

⑤大分県

⑥宮崎県

⑦鹿児島県

11.7

4.8

4.5

16.7

9.5

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

①福岡県

②佐賀県

③長崎県

④熊本県

⑤大分県

⑥宮崎県

⑦鹿児島県

35.0

40.0

28.6

29.5

33.3

15.4

26.2

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

①福岡県

②佐賀県

③長崎県

④熊本県

⑤大分県

⑥宮崎県

⑦鹿児島県
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３）改善すべき点について：主な意見（自由記述） 

①「公共交通活性化」に関する専門ホームページによる情報提供について 

②「地域公共交通活性化・再生への事例集」ホームページによる情報提供について 

③「公共交通支援センター」ホームページによる情報提供について 

○申請書等の様式の場所がわかりにくいなど問題がある。兼任職員も見るので、簡潔でわか

りやすいＨＰづくり等を行って欲しい。 

○認定事例一覧を事後評価も含め、データベース化すると事例の絞込みや検討に役立つので

はないか。 

○ユニークな啓発活動の事例等を充実させてもらいたい。 

○データが更新されていないので事例等の情報が古い。最新事例・データ等に更新してもら

いたい。 

○事例が地域毎、居住人口別、交通モード別に分類されているが、可住地内人口密度のよう

なものでの分類、中山間地域など地域特性による分類なども必要ではないか。 

④市町村の地域交通担当者に対して適切な助言を行う「アドバイザー（交通専門の学識者等）

の無料派遣制度」の創設について 

○アドバイザー指導制度には期待しているが、市町村側が制度の詳細について認識していな

いため、制度の活用ができていない。 

○制度活用のため、積極的な市町村への周知広報をお願いしたい。 

⑤地域公共交通活性化・再生に関するシンポジウム・セミナーの開催について 

○セミナーに参加したいが交通費等がかさみ参加できない。運輸支局単位での開催、小規模

地域での開催などを行っていただきたい。 

○シンポジウム・セミナー等の費用対効果に疑問を持っている。公共交通に係る制度説明で

は、説明資料が多いため、時間の少ない中、重要項目のみの説明であったが、分かりづら

かった。 

○事業に関する研修会（人事異動時期など新人に対し）を開催していただきたい。 

 



 -34-

第２章 市町村別地域公共交通の現状把握 

 

【問５ 県が実施する支援メニューの活用状況】 

（１）支援メニューの活用状況について 

１）県支援メニューの活用有無について（該当するものを全て選択） 

○県が実施している支援メニューのうち「県が単独で実施する財政支援」を活用しているとい

う回答が最も多い。 

○全体の約１／４の市町村は「⑥県支援メニューの活用なし」と回答している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）県支援メニューを活用しない理由について（該当するものを全て選択） 

○県の支援メニューを活用しない理由としては、「⑦特に理由はない」という回答が約半数を

占めており、最も多い。 

○その他としては「活用できる支援制度がない、要件に合致しない」という理由が大半を占め

ている。 

※１）の設問で「⑥県支援メニュー活用なし」と回答した市町村のみ回答（N=58） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■県支援メニューを活用しない理由（N=58）

※【　】内の数字は「⑥県支援メニューの活用なし」と回答した市町村数（58）に対する割合

1

0

6

0

1

21

28

0 5 10 15 20 25 30

①財政支援なしで取り組み可能【 1.7％】

②国の財政支援のみでＯＫ【 0.0％】

③県の財政支援制度上他支援を受けにくい【10.3％】

④十分な知識があり必要性を感じない【 0.0％】

⑤相談できる専門家がおり必要ない【 1.7％】

⑥その他【36.2％】

⑦特に理由はない【48.3％】

■県支援メニューの活用有無（N=231）

※【　】内の数字は総数（231）に対する割合

99

58

64

31

31

58

0

0 20 40 60 80 100 120

①県単独実施の財政支援【42.9％】

②県と国の協調実施財政支援【25.1％】

③連絡・協議・調整の場の設置【27.7％】

④連絡・協議・調整の場の相談対応【13.4％】

⑤セミナー・講演会、イベントの開催【13.4％】

⑥県支援メニュー活用なし【25.1％】

⑦その他【 0.0％】
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【問６ 地域公共交通の状況】 

（１）コミュニティバス・乗合タクシーの運行状況について 

１）集計項目及び集計対象について 

 
集計対象 Ｎ 集計対象 Ｎ

2)路線形態について － 路線総数 767

3)運行形態について － 路線総数 767

4)運行開始時期について － 路線総数 767

5)事業区分について － 路線総数 767

6)運行段階について － 路線総数 767

7)運行の主目的について － 路線総数 767

8)事業の運営主体について － 路線総数 767

9)事業の運行主体について － 路線総数 767

10)運行事業者との契約状況について － 路線総数 767

11)協議会等の設置状況について － 路線総数 767

12)使用車両台数について 当該市町村総数 145 －

予約型運行（区域型）除く 716

予約型運行（区域型）のみ 51

14)路線キロについて 当該市町村総数 145 予約型運行（区域型）及び不明除く 645

15)一週間あたりの運行本数について 当該市町村総数 145
予約型運行（路線型・区域型）及び不明
除く

640

16)始発時間について － 路線総数 767

17)終発時間について － 路線総数 767

18)バスの利用資格について － 路線総数 767

19)運賃について － 路線総数 767

20)割引運賃導入状況について － 路線総数 767

21)車両購入費について 当該市町村総数 145 －

22)年間運行経費について 当該市町村総数 145 不明除く 703

23)年間運行経費のうち人件費が占める割
　合について

年間運行経費及び年間人件費の
記入がある市町村のみ

64
年間運行経費及び年間人件費の記入があ
る路線のみ

248

24)年間運行経費のうち燃料費・減価償却
　費・車両賃料・システム経費が占める
　割合について

年間運行経費及び年間燃料費等
の記入がある市町村のみ

70
年間運行経費及び年間燃料費等の記入が
ある路線のみ

246

25)路線１kmあたり年間運行経費につ
　いて

－
年間運行経費及び路線キロデータの記入
がある路線のみ

578

26)１本（往復）あたり運行経費について －
年間運行経費及び１週間あたり運行本数
データの記入がある路線のみ

597

27)年間運賃収入について 当該市町村総数 145 不明除く 666

28)路線１kmあたり年間運賃収入について －
年間運賃収入及び路線キロデータの記入
がある路線のみ

554

29)１本（往復）あたり運賃収入について －
年間運賃収入及び１週間あたり運行本数
データの記入がある路線のみ

570

30)年間運行経費のうち年間運賃収入が占
　める割合について

当該市町村総数 145
年間運行経費及び年間運賃収入データの
記入がある路線のみ

627

31)補助金（国・県・市町村・その他の補
　助金合計）の状況について

当該市町村総数 145 路線総数 767

32)補助金の受給先について － 路線総数 767

33)H22年度年間乗車人員について 当該市町村総数 145
年間運行乗車人員データの記入がある路
線のみ

595

34)乗車人員動向について －
２カ年比較…運行開始年度がH21.4以前
の路線のみ

515

－
３カ年比較…運行開始年度がH20.4以前
の路線のみ

448

35)１便あたり平均乗車人員について － 不明除く 632

36)今後の見通しについて － 路線総数 767

37)地域ニーズの把握・調整方法

38)路線導入時に苦慮した点

39)路線導入後、工夫した点

40)導入前の予測と乖離している点及び
　その原因

自由意見

自由意見

自由意見

自由意見

市町村別集計 路線別集計

－13)所要時間について

集計項目
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２）路線形態について 

【路線別集計（一路線あたりの数値）】 

○全体でみると、「巡回（循環）型」が 40.3％、「それ以外」が 37.0％とその割合はほとんど

変わらない。 

○過疎地域の路線（以下：過疎路線）や高齢化率九州平均以上地域の路線（以下：高齢化路線）

では「それ以外」の路線が多い。 

○過疎路線・高齢化路線では「フリー乗降」の割合がそれ以外の路線に比べて高い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①巡回（循環）型 ①＋フリー乗降 ②それ以外 ②＋フリー乗降 ③不明 総計

■総計　　　　　　　　　 267 42 176 108 174 767

■人口規模別　　　　　　

①１万人未満 29 1 6 12 12 60

②１万人以上～３万人未満 53 11 63 11 46 184

③３万人以上～５万人未満 73 4 32 75 34 218

④５万人以上 112 26 75 10 82 305

■地域特性別　　　　　　

①過疎地域 114 10 74 97 87 382

②過疎地域以外 153 32 102 11 87 385

■高齢化特性別　　　　　

①高齢化率九州平均以上 198 33 136 108 167 642

②高齢化率九州平均未満 69 9 40 7 125

■路線形態について（N=767）：路線別集計（一路線あたりの数値）

34.8

48.3

28.8

33.5

36.7

29.8

39.7

30.8

55.2

5.5

6.0

8.5

8.3

5.1

7.2

22.9

34.2

14.7

24.6

19.4

26.5

21.2

32.0

14.1

20.0

6.0

34.4

3.3

25.4

16.8

22.7

20.0

25.0

15.6

26.9

22.8

22.6

26.0

5.6

2.6

1.8

1.7 10.0

2.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

■総計　　　　　　　　　

■人口規模別　　　　　　

①１万人未満

②１万人以上～３万人未満

③３万人以上～５万人未満

④５万人以上

■地域特性別　　　　　　

①過疎地域

②過疎地域以外

■高齢化特性別　　　　　

①高齢化率九州平均以上

②高齢化率九州平均未満

①巡回（循環）型 ①＋フリー乗降 ②それ以外 ②＋フリー乗降 ③不明
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３）運行形態について（いずれかを選択） 

【路線別集計（一路線あたりの数値）】 

○全体でみると、「①定時定路線運行」路線が多くなっている。 

○人口規模別にみると、人口３万人以上～５万人未満の路線以外では、「予約型運行」の割合

も 15～20％の割合でみられる。 

○過疎路線・高齢化路線以外の路線では「予約型運行」の割合が若干高い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①定時定路線
運行

②予約型運行
（路線型）

③予約型運行
（区域型）

④不明 総計

■総計　　　　　　　　　 651 60 51 5 767

■人口規模別　　　　　　

①１万人未満 47 3 7 3 60

②１万人以上～３万人未満 152 11 21 184

③３万人以上～５万人未満 206 6 5 1 218

④５万人以上 246 40 18 1 305

■地域特性別　　　　　　

①過疎地域 331 22 27 2 382

②過疎地域以外 320 38 24 3 385

■高齢化特性別　　　　　

①高齢化率九州平均以上 555 44 40 3 642

②高齢化率九州平均未満 96 16 11 2 125

■運行形態について（N=767）：路線別集計（一路線あたりの数値）

84.9

78.3

82.6

94.5

80.7

86.6

83.1

86.4

76.8

7.8

5.0

6.0

13.1

5.8

9.9

6.9

12.8

6.6

11.7

11.4

5.9

7.1

6.2

6.2

8.8

5.0

2.8
2.3

1.6

0.5

0.8

0.5

0.3

0.5

0.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

■総計　　　　　　　　　

■人口規模別　　　　　　

①１万人未満

②１万人以上～３万人未満

③３万人以上～５万人未満

④５万人以上

■地域特性別　　　　　　

①過疎地域

②過疎地域以外

■高齢化特性別　　　　　

①高齢化率九州平均以上

②高齢化率九州平均未満

①定時定路線運行 ②予約型運行(路線型) ③予約型運行（区域型） ④不明
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第２章 市町村別地域公共交通の現状把握 

 

４）運行開始時期について 

【路線別集計（一路線あたりの数値）】 

○全体でみると、H18 年度～H22 年度の最近５年間の間に運行開始された路線の割合が 57.6％

と高く、比較的新しい路線が多い。 

○人口規模が大きくなるにつれて、最近５年間の間に運行開始された路線の割合が高くなる。

○過疎地域では、H18 年度～H22 年度の最近５年間の間に運行開始された路線が 65.2％と約２

／３を占めている。 

 

 

 

 

 

 

 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧

H12年度
以前

H13～
H17年度

H18年度 H19年度 H20年度 H21年度 H22年度 不明

■総計　　　　　　　　　 79 215 76 62 64 141 99 31 767

■人口規模別　　　　　　

①１万人未満 12 17 6 8 4 3 7 3 60

②１万人以上～３万人未満 16 67 21 6 26 28 17 3 184

③３万人以上～５万人未満 19 59 23 11 13 62 24 7 218

④５万人以上 32 72 26 37 21 48 51 18 305

■地域特性別　　　　　　

①過疎地域 31 94 39 36 44 80 50 8 382

②過疎地域以外 48 121 37 26 20 61 49 23 385

■高齢化特性別　　　　　

①高齢化率九州平均以上 67 174 62 46 55 134 81 23 642

②高齢化率九州平均未満 12 41 14 16 9 7 18 8 125

総計

■運行開始時期について（N=767）：路線別集計（一路線あたりの数値）

10.3

20.0

8.7

8.7

10.5

8.1

12.5

10.4

9.6

28.0

28.3

36.4

27.1

23.6

24.6

31.4

27.1

32.8

9.9

10.0

11.4

10.6

8.5

10.2

9.6

9.7

11.2

8.1

13.3

3.3

5.0

12.1

9.4

6.8

7.2

12.8

8.3

6.7

14.1

6.0

6.9

11.5

5.2

8.6

7.2

18.4

5.0

15.2

28.4

15.7

20.9

15.8

20.9

5.6

12.9

11.7

9.2

11.0

16.7

13.1

12.7

12.6

14.4

4.0

5.0

3.2

5.9

6.0

3.6

6.4

2.1

1.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

■総計　　　　　　　　　

■人口規模別　　　　　　

①１万人未満

②１万人以上～３万人未満

③３万人以上～５万人未満

④５万人以上

■地域特性別　　　　　　

①過疎地域

②過疎地域以外

■高齢化特性別　　　　　

①高齢化率九州平均以上

②高齢化率九州平均未満

①H12年度以前 ②H13～H17年度 ③H18年度 ④H19年度

⑤H20年度 ⑥H21年度 ⑦H22年度 ⑧不明
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第２章 市町村別地域公共交通の現状把握 

 

５）事業区分について（いずれかを選択） 

【路線別集計（一路線あたりの数値）】 

○全体でみると、約６割は「①法４条路線定期運行」となっている。 

○次いで、「⑦法７８条市町村運営有償運送」が多くなっており、特に過疎路線・高齢化路線

ではそれ以外の路線と比較してもその割合が高い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① ② ③ ④ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫ ⑭ 不明 総計

■総計　　　　　　　　　 453 31 36 9 16 171 12 1 3 9 6 7 13 767

■人口規模別　　　　　　

①１万人未満 31 4 1 14 1 1 1 4 1 2 60

②１万人以上～３万人未満 92 14 18 8 50 1 1 184

③３万人以上～５万人未満 150 1 2 52 6 1 1 4 1 218

④５万人以上 180 17 13 9 5 55 4 1 8 2 1 10 305

■地域特性別　　　　　　

①過疎地域 216 11 21 8 4 110 4 1 1 1 3 1 1 382

②過疎地域以外 237 20 15 1 12 61 8 2 8 3 6 12 385

■高齢化特性別　　　　　

①高齢化率九州平均以上 387 16 31 9 7 158 7 1 3 5 5 2 11 642

②高齢化率九州平均未満 66 15 5 9 13 5 4 1 5 2 125

①法４条に基づく「路線定期運行」 ⑧法７８条に基づく「市町村運営有償運送（市町村福祉運送）」

②法４条に基づく「路線不定期運行」 ⑨法７８条に基づく「過疎地有償輸送」

③法４条に基づく「区域運行」 ⑩法７８条に基づく「福祉有償輸送」

④法４条に基づく「市町村借上げ無料バス」等 ⑪法２１条に基づく乗合輸送許可

⑥規制対象外の「市町村・ＮＰＯ等の車両による無償住民輸送」 ⑫スクールバス（①～⑪を除く）

⑦法７８条に基づく「市町村運営有償運送（交通空白輸送）」 ⑭①～⑬以外

■事業区分について（N=767）：路線別集計（一路線あたりの数値）

59.1

51.7

50.0

68.8

59.0

56.5

61.6

60.3

52.8

4.0

7.6

5.6

5.2

12.0

4.7

6.7

9.8

4.3

5.5

3.9

4.8

4.0

4.3

3.1

7.2

22.3

23.3

27.2

23.9

18.0

28.8

15.8

24.6

10.4 4.0

4.6

11.7

2.8

6.9

3.9

5.2

3.9

8.0

3.3

3.3

3.1

2.5

2.9

0.5

1.1

1.0

1.6

0.9

1.7

2.1

1.1

2.1

1.0

2.8

1.3

0.5

1.7

1.6

0.5

1.6

1.7

0.3

0.5

1.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

■総計　　　　　　　　　

■人口規模別　　　　　　

①１万人未満

②１万人以上～３万人未満

③３万人以上～５万人未満

④５万人以上

■地域特性別　　　　　　

①過疎地域

②過疎地域以外

■高齢化特性別　　　　　

①高齢化率九州平均以上

②高齢化率九州平均未満

①法４条に基づく「路線定期運行」 ②法４条に基づく「路線不定期運行」

③法４条に基づく「区域運行」 ⑥規制対象外の「市町村・ＮＰＯ等の無償住民輸送」

⑦法７８条に基づく「市町村運営有償運送」 ⑧法７８条に基づく「市町村運営有償運送」

その他 不明
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第２章 市町村別地域公共交通の現状把握 

 

６）運行段階について（いずれかを選択） 

【路線別集計（一路線あたりの数値）】 

○全体でみると、「②本格運行段階」にある路線が多いが、約１／４は「①実証運行段階」と

なっている。 

○人口規模別にみると、人口３万人以上の路線では実証運行段階の割合が比較的高くなってい

る。人口３万人以上の路線では５年以内に運行開始された路線が非常に多いことから、実証

運行段階にある新しい路線が多いものとみられる。 

○逆に、人口規模３万人未満の路線では、本格運行段階の割合がいずれも８割を越えている。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①実証運行段階 ②本格運行段階 ③不明 総計

■総計　　　　　　　　　 213 551 3 767

■人口規模別　　　　　　

①１万人未満 9 49 2 60

②１万人以上～３万人未満 25 159 184

③３万人以上～５万人未満 82 135 1 218

④５万人以上 97 208 305

■地域特性別　　　　　　

①過疎地域 113 268 1 382

②過疎地域以外 100 283 2 385

■高齢化特性別　　　　　

①高齢化率九州平均以上 183 458 1 642

②高齢化率九州平均未満 30 93 2 125

■運行段階について（N=767）：路線別集計（一路線あたりの数値）

27.8

15.0

13.6

37.6

31.8

29.6

26.0

28.5

24.0

71.8

81.7

86.4

61.9

68.2

70.2

73.5

71.3

74.4

3.3

1.6

0.2

0.5

0.3

0.5

0.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

■総計　　　　　　　　　

■人口規模別　　　　　　

①１万人未満

②１万人以上～３万人未満

③３万人以上～５万人未満

④５万人以上

■地域特性別　　　　　　

①過疎地域

②過疎地域以外

■高齢化特性別　　　　　

①高齢化率九州平均以上

②高齢化率九州平均未満

①実証運行段階 ②本格運行段階 ③不明
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第２章 市町村別地域公共交通の現状把握 

 

７）運行の主目的について（２つまで選択） 

【路線別集計（一路線あたりの数値）】 

○運行の主目的として最も多いものは「③通院」となっており、全体の８割以上の市町村が回

答している。 

○「④買い物」と回答した市町村も非常に多く、「通院」「買い物」を主目的として運行するケ

ースが標準的と見られる。 

○「②通学」「⑤観光」を主目的とした運行は非常に少ない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８）事業の運営主体について（いずれかを選択） 

【路線別集計（一路線あたりの数値）】 

○事業の運営主体は「①自市町村」という回答が最も多い。 

 

 

■運行の主目的について（N=767）：路線別集計（一路線あたりの数値）

※【　】内の数字は路線総数（767）に対する割合

157

21

625

559

29

110

0 100 200 300 400 500 600 700

①通勤【20.5％】

②通学【 2.7％】

③通院【81.5％】

④買い物【72.9％】

⑤観光【 3.8％】

⑥その他【14.3％】

■事業の運営主体について（N=767）：路線別集計（一路線あたりの数値）

①自市町村
85.1%

⑦不明
0.4%

④非営利団
体
0.8%

⑤住民等
1.7%

③第３セク
ター
1.4%

⑥その他
8.9%

②他市町村
1.7%

①自市町村 653

②他市町村 13

③第３セクター 11

④非営利団体 6

⑤住民等 13

⑥その他 68

⑦不明 3

総計 767
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第２章 市町村別地域公共交通の現状把握 

 

９）事業の運行主体について（いずれかを選択） 

【路線別集計（一路線あたりの数値）】 

○事業の運行主体は「③民間事業者」という回答が最も多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１０）運行事業者との契約状況について（いずれかを選択） 

【路線別集計（一路線あたりの数値）】 

○「②委託」によって運行事業者と契約しているという回答が最も多い。 

 

 

 

 

 

 

 

■事業の運行主体について（N=767）：路線別集計（一路線あたりの数値）

②他市町村
0.4%

⑥その他
5.3%

③民間事業
者

77.4%

⑤非営利団
体
0.9%

④第３セク
ター
1.8%

⑦不明
0.4%

①自市町村
13.7%

■運行事業者との契約状況について（N=767）：路線別集計（一路線あたりの数値）

①自主運行
5.1%

④その他
9.9%

⑤不明
0.7%

③指定管理
者
2.5%

②委託
81.9%

①自市町村 105

②他市町村 3

③民間事業者 594

④第３セクター 14

⑤非営利団体 7

⑥その他 41

⑦不明 3

総計 767

①自主運行 39

②委託 628

③指定管理者 19

④その他 76

⑤不明 5

総計 767
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第２章 市町村別地域公共交通の現状把握 

 

１１）協議会等の設置状況について（いずれかを選択） 

【路線別集計（一路線あたりの数値）】 

○「①地域公共交通会議」を設置しているという回答が全体の約２／３を占めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

１２）使用車両台数について 

【当該市町村別集計（運行する全路線の総計）】 

○全体でみると、定員 11 人以上の車両を所有している市町村が多い。 

○「なし・不明」を除けば、複数台の車両で運行させている市町村が多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■協議会等の設置状況について（N=767）：路線別集計（一路線あたりの数値）

※【　】内の数字は路線総数（767）に対する割合

500

32

196

53

86

19

0 100 200 300 400 500 600

①地域公共交通会議【65.2％】

②運営協議会【 4.2％】

③法定協議会【25.6％】

④その他の任意会議【 6.9％】

⑤設置していない【11.2％】

⑥不明【 2.5％】

■使用車両台数：定員11人以上（N=145）

①1台
13.1%

②2台
13.8%

③3台
13.1%

④4・5台
7.6%

⑤6～10台
11.0%

⑥11台以上
12.4%

⑦なし・不明
29.0%

■使用車両台数：定員11人未満（N=145）

①1台
18.6%

②2台
15.9%

⑤6～10台
6.2%

⑥11台以上
6.2%

⑦なし・不明
41.4%

④4・5台
5.5%

③3台
6.2%

①1台 19

②2台 20

③3台 19

④4・5台 11

⑤6～10台 16

⑥11台以上 18

⑦なし・不明 42

総計 145

平均値：台 6.4

※平均値はなし・不明を除く

①1台 27

②2台 23

③3台 9

④4・5台 8

⑤6～10台 9

⑥11台以上 9

⑦なし・不明 60

総計 145

平均値：台 4.7

※平均値はなし・不明を除く
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１３）所要時間について 

【路線別集計（一路線あたりの数値）】 

○全体でみると、平均所要時間は 39 分となっているが、所要時間 20 分台の路線が最も多く、

次いで 30 分台が多くなっている。 

○地域特性別、高齢化特性別では、平均値に差はほとんど見られない。 

○運行形態別では、予約型運行（路線型）のほうが定時定路線運行よりも平均所要時間が短い。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦
20分未満 20～29分 30～39分 40～49分 50～59分 60分以上 不明

■総計　　　　　　　　　 116 141 122 93 63 102 79 716 39
■人口規模別　　　　　　
①１万人未満 19 3 2 8 1 16 4 53 40
②１万人以上～３万人未満 18 30 35 17 15 30 18 163 44
③３万人以上～５万人未満 31 59 37 33 26 21 6 213 37
④５万人以上 48 49 48 35 21 35 51 287 37
■地域特性別　　　　　　
①過疎地域 66 83 60 48 31 51 16 355 37
②過疎地域以外 50 58 62 45 32 51 63 361 40
■高齢化特性別　　　　　
①高齢化率九州平均以上 98 130 107 80 52 93 42 602 39
②高齢化率九州平均未満 18 11 15 13 11 9 37 114 38
■路線形態別　　　　　　
①巡回（循環）型 39 28 45 36 36 43 38 265 43
①＋フリー乗降 3 11 12 3 1 4 8 42 34
②それ以外 30 31 34 15 8 16 11 145 36
②＋フリー乗降 27 36 17 10 6 6 1 103 29
■運行形態
①定時定路線運行 97 128 113 84 59 100 70 651 40
②予約型運行(路線型) 18 13 8 9 4 2 6 60 26

※平均値は不明を除く

平均値
：分

総計

■所要時間について（N=716）：路線別集計（一路線あたりの数値）
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10.0
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1.0
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■総計　　　　　　　　　

■人口規模別　　　　　　

①１万人未満

②１万人以上～３万人未満

③３万人以上～５万人未満

④５万人以上

■地域特性別　　　　　　

①過疎地域

②過疎地域以外

■高齢化特性別　　　　　

①高齢化率九州平均以上

②高齢化率九州平均未満

■路線形態別　　　　　　

①巡回（循環）型

①＋フリー乗降

②それ以外

②＋フリー乗降

■運行形態　　　　　　　

①定時定路線運行

②予約型運行(路線型)

①20分未満 ②20～29分 ③30～39分 ④40～49分 ⑤50～59分 ⑥60分以上 ⑦不明
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第２章 市町村別地域公共交通の現状把握 

 

【路線別集計（一路線あたりの数値）】 

○予約型運行（区域型）の１日のサービス時間は、「①４時間未満」の割合が最も高い。 

○１日のサービス平均時間は約５時間となっている。 

 

 

 

 

 

①4時間未満 16

②4時間以上～8時間未満 10

③8時間以上 8

④不明 17

総計 51

平均値：時間 5

※平均値は不明を除く

■区域運行の１日のサービス時間について（N=51）：路線別集計（一路線あたりの数値）

②4時間以
上～8時間

未満
19.6%

③8時間以
上

15.7%

④不明
33.3%

①4時間未
満

31.4%
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第２章 市町村別地域公共交通の現状把握 

 

１４）路線キロについて 

【当該市町村別集計（運行する全路線の総計）】 

○全体でみると、路線キロの平均値は 128km となっているが、路線キロ「①25km 未満」の割

合が最も高く、次いで「②25km 以上～50km 未満」の割合が高くなっており、平均値より小

さい路線キロの市町村が多い。 

○過疎地域、高齢化地域では路線キロの平均値が大きくなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■路線キロについて（N=145）：当該市町村別集計（運行する全路線の合計）
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18.8

21.0
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■総計　　　　　　　　　

■人口規模別　　　　　　

①１万人未満

②１万人以上～３万人未満

③３万人以上～５万人未満

④５万人以上

■地域特性別　　　　　　

①過疎地域

②過疎地域以外

■高齢化特性別　　　　　

①高齢化率九州平均以上

②高齢化率九州平均未満

①25km未満 ②25km以上～50km未満 ③50km以上～75km未満

④75km以上～100km未満 ⑤100km以上～150km未満 ⑥150km以上～200km未満

⑦200km以上～300km未満 ⑧300km以上 ⑨不明・区域運行

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨

25km
未満

25km
以上～
50km
未満

50km
以上～
75km
未満

75km
以上～
100km
未満

100km
以上～
150km
未満

150km
以上～
200km
未満

200km
以上～
300km
未満

300km
以上

不明
・

区域
運行

■総計　　　　　　　　　 26 19 17 6 15 13 7 13 29 145 128

■人口規模別　　　　　　

①１万人未満 4 3 6 1 2 2 1 6 25 117

②１万人以上～３万人未満 12 9 4 6 4 6 6 47 123

③３万人以上～５万人未満 1 6 3 2 3 4 2 3 6 30 145

④５万人以上 9 1 4 4 5 3 3 3 11 43 129

■地域特性別　　　　　　

①過疎地域 8 11 7 7 6 5 8 12 64 153

②過疎地域以外 18 8 10 6 8 7 2 5 17 81 108

■高齢化特性別　　　　　

①高齢化率九州平均以上 19 14 13 4 12 12 7 11 19 111 137

②高齢化率九州平均未満 7 5 4 2 3 1 2 10 34 93

※平均値は不明・予約型運行（区域型）を除く

総計
平均値
：km
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第２章 市町村別地域公共交通の現状把握 

 

【路線別集計（一路線あたりの数値）】 

○人口規模別にみると、人口１万人未満の路線では路線キロ 25km 以上の割合が 50.0％と非常

に高くなっており、平均値も 45km と最も大きい。 

○過疎路線及び高齢化路線は、市町村別集計では平均値に差がみられたが、路線別では差はほ

とんどみられない。 

 

 

 

 

 

 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦

10km
未満

10km以上
～

15km未満

15km以上
～

20km未満

20km以上
～

25km未満

25km以上
～

30km未満

30km以上
～

40km未満

40km
以上

■総計　　　　　　　　　 145 168 132 50 38 41 54 628 24
■人口規模別　　　　　　
①１万人未満 15 2 4 4 4 6 15 50 45
②１万人以上～３万人未満 24 41 37 15 8 10 17 152 33
③３万人以上～５万人未満 36 74 47 13 9 12 12 203 17
④５万人以上 70 51 44 18 17 13 10 223 19
■地域特性別　　　　　　
①過疎地域 74 99 75 22 17 25 27 339 23
②過疎地域以外 71 69 57 28 21 16 27 289 24
■高齢化特性別　　　　　
①高齢化率九州平均以上 125 142 113 46 36 39 43 544 23
②高齢化率九州平均未満 20 26 19 4 2 2 11 84 27
■路線形態別　　　　　　
①巡回（循環）型 41 56 47 24 13 20 30 231 27
①＋フリー乗降 7 5 4 1 2 4 23 40
②それ以外 32 37 26 8 7 4 12 126 27
②＋フリー乗降 31 32 17 3 3 6 1 93 15
■運行形態　　　　　　　
①定時定路線運行 127 158 124 50 37 40 51 587 24
②予約型運行(路線型) 18 9 8 1 3 39 14

※平均値は不明・予約型運行（区域型）を除く

平均値
：km

総計

■路線キロについて（N=628）：路線別集計（一路線あたりの数値）
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6.6
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13.0
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7.72.6

2.4 2.4

1.1
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■総計　　　　　　　　　

■人口規模別　　　　　　

①１万人未満

②１万人以上～３万人未満

③３万人以上～５万人未満

④５万人以上

■地域特性別　　　　　　

①過疎地域

②過疎地域以外

■高齢化特性別　　　　　

①高齢化率九州平均以上

②高齢化率九州平均未満

■路線形態別　　　　　　

①巡回（循環）型

①＋フリー乗降

②それ以外

②＋フリー乗降

■運行形態　　　　　　　

①定時定路線運行

②予約型運行(路線型)

①10km未満 ②10km以上～15km未満 ③15km以上～20km未満 ④20km以上～25km未満

⑤25km以上～30km未満 ⑥30km以上～40km未満 ⑦40km以上
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第２章 市町村別地域公共交通の現状把握 

 

１５）一週間あたりの運行本数について 

【当該市町村別集計（運行する全路線の総計）】 

○全体でみると、１週間あたり平均運行本数は 133 本（往復）となっているが、「①30 本未満」

の割合が 23.4％と最も高い。 

○人口規模別にみると、人口規模が大きくなるにつれて１週間あたりの運行本数平均値が大き

くなっており、人口５万人以上路線の平均値は人口１万人未満路線の平均値の約 5.6 倍にな

っている。 

○地域特性別にみても、過疎地域とそれ以外の地域では、１週間あたりの運行本数平均値に倍

以上の差がある。 

※１日あたり平均運行本数＝１週間あたり運行本数／７日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧

30
未満

30以上
～

50未満

50以上
～

100未満

100以上
～

150未満

150以上
～

200未満

200以上
～

300未満

300
以上

不明・
予約型
運行

１週間
：本

(往復)

１日
：本

(往復)

■総計　　　　　　　　　 34 16 23 16 11 10 11 24 145 133 19

■人口規模別　　　　　　

①１万人未満 9 3 4 1 1 7 25 47 7

②１万人以上～３万人未満 15 5 8 5 3 5 6 47 81 12

③３万人以上～５万人未満 9 2 4 6 4 1 2 2 30 106 15

④５万人以上 1 6 7 4 3 4 9 9 43 263 38

■地域特性別　　　　　　

①過疎地域 21 7 10 6 2 5 1 12 64 79 11

②過疎地域以外 13 9 13 10 9 5 10 12 81 174 25

■高齢化特性別　　　　　

①高齢化率九州平均以上 29 14 19 10 7 8 6 18 111 113 16

②高齢化率九州平均未満 5 2 4 6 4 2 5 6 34 199 28

※平均値は不明・予約型運行（路線型・区域型）を除く

平均値

総計

■１週間あたり運行本数について（N=145）：当該市町村別集計（運行する全路線の合計）
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7.6

6.7

20.9
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■総計　　　　　　　　　

■人口規模別　　　　　　

①１万人未満

②１万人以上～３万人未満

③３万人以上～５万人未満

④５万人以上

■地域特性別　　　　　　

①過疎地域

②過疎地域以外

■高齢化特性別　　　　　

①高齢化率九州平均以上

②高齢化率九州平均未満

①30未満 ②30以上～50未満 ③50以上～100未満 ④100以上～150未満

⑤150以上～200未満 ⑥200以上～300未満 ⑦300以上 ⑧不明・予約型運行



 -49- 

第２章 市町村別地域公共交通の現状把握 

 

【路線別集計（一路線あたりの数値）】 

○人口規模別にみると、人口５万人以上路線の平均値は人口１万人未満路線の平均値の倍以上

となっており、人口規模が大きい路線の運行本数が多い。 

○路線形態別でみると巡回型、運行形態別でみると定時定路線運行の１週間あたり運行本数の

平均値がやや大きくなっている。 

○過疎路線、高齢化路線の運行本数は、それ以外の路線に比べて非常に小さい。 

 

 

 

 

 

 

 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦

3未満
3以上
～

5未満

5以上
～

10未満

10以上
～

20未満

20以上
～

30未満

30以上
～

50未満

50
以上

１週間
：本

(往復)

１日
：本

(往復)
■総計　　　　　　　　　 166 67 87 111 52 71 86 640 25 4
■人口規模別　　　　　　
①１万人未満 2 10 10 9 6 2 6 45 18 3
②１万人以上～３万人未満 33 13 26 32 12 21 13 150 22 3
③３万人以上～５万人未満 75 20 36 21 21 20 12 205 14 2
④５万人以上 56 24 15 49 13 28 55 240 37 5
■地域特性別　　　　　　
①過疎地域 130 34 50 54 19 25 13 325 12 2
②過疎地域以外 36 33 37 57 33 46 73 315 38 5
■高齢化特性別　　　　　 0
①高齢化率九州平均以上 161 64 81 94 44 49 51 544 19 3
②高齢化率九州平均未満 5 3 6 17 8 22 35 96 58 8
■路線形態別　　　　　　
①巡回（循環）型 8 30 42 51 24 38 62 255 40 6
①＋フリー乗降 7 1 5 3 16 9 41 32 5
②それ以外 25 9 4 34 11 14 7 104 18 3
②＋フリー乗降 70 7 6 6 4 1 1 95 6 1

※平均値は不明・予約型運行（路線型・区域型）を除く

総計

平均値

■１週間あたり運行本数について（N=640）：路線別集計（一路線あたりの数値）

25.9

4.4

22.0

36.6

23.3

40.0

11.4

29.6

5.2

3.1

24.0

73.7

10.5

22.2

8.7

9.8

10.0

10.5

10.5

11.8

3.1

11.8

17.1

8.7

7.4

13.6

22.2

17.3

17.6

6.3

15.4

11.7

14.9

6.3

16.5

3.8

6.3

17.3

20.0

21.3

10.2

20.4

16.6

18.1

17.3

17.7

20.0

12.2

32.7

6.3

8.1

13.3

8.0

10.2

5.4

5.8

10.5

8.1

8.3

9.4

7.3

10.6

4.2

11.1

4.4

14.0

9.8

11.7

7.7

14.6

9.0

22.9

14.9

39.0

13.5

13.4

13.3

8.7

5.9

22.9

4.0

23.2

9.4

36.5

24.3

22.0

6.7

2.4

1.1

1.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

■総計　　　　　　　　　

■人口規模別　　　　　　

①１万人未満

②１万人以上～３万人未満

③３万人以上～５万人未満

④５万人以上

■地域特性別　　　　　　

①過疎地域

②過疎地域以外

■高齢化特性別　　　　　

①高齢化率九州平均以上

②高齢化率九州平均未満

■路線形態別　　　　　　

①巡回（循環）型

①＋フリー乗降

②それ以外

②＋フリー乗降

①3未満 ②3以上～5未満 ③5以上～10未満 ④10以上～20未満

⑤20以上～30未満 ⑥30以上～50未満 ⑦50以上
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第２章 市町村別地域公共交通の現状把握 

 

１６）始発時間について 

【路線別集計（一路線あたりの数値）】 

○「②７時台」及び「③８時台」始発の路線が多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１７）終発時間について 

【路線別集計（一路線あたりの数値）】 

○最も多いのは「⑤16 時台」21.4％となっているが、「⑥17 時台」「⑦18 時台以降」も比較的

多く、終発時間は比較的幅広くなっている。 

 

 

 

①5・6時台 84

②7時台 215

③8時台 230

④9時台 164

⑤10時台以降 47

⑥不明 27

総計 767

①13時以前 111

②13時台 50

③14時台 61

④15時台 68

⑤16時台 164

⑥17時台 90

⑦18時台以降 156

⑧不明 67

総計 767

■始発時間について（N=767）：路線別集計（一路線あたりの数値）

①5・6時台
11.0%

④9時台
21.4%

⑤10時台以
降
6.1%

③8時台
30.0%

⑥不明
3.5%

②7時台
28.0%

■終発時間について（N=767）：路線別集計（一路線あたりの数値）

⑧不明
8.7%

②13時台
6.5%

⑥17時台
11.7%

③14時台
8.0%

⑤16時台
21.4%

④15時台
8.9%

⑦18時台以
降

20.3%

①13時以前
14.5%
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第２章 市町村別地域公共交通の現状把握 

 

１８）バスの利用資格について（該当するものを全て選択） 

【路線別集計（一路線あたりの数値）】 

○特にバスの利用資格に制限を設けていない路線が多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１９）運賃について（いずれかを選択） 

【路線別集計（一路線あたりの数値）】 

○均一運賃の路線が多いが、対距離別運賃・ゾーン運賃の事例もみられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

①均一運賃 585

②ゾーン運賃 39

③対距離別運賃 82

④その他 50

⑤不明 11

総計 767

■運賃について（N=767）：路線別集計（一路線あたりの数値）

①均一運賃
76.3%

④その他
6.5%

⑤不明
1.4%

③対距離別
運賃
10.7%

②ゾーン運
賃
5.1%

■利用者制限について（N=767）：路線別集計（一路線あたりの数値）

※【　】内の数字は路線総数（767）に対する割合

685

23

19

13

35

0 100 200 300 400 500 600 700 800

①制限なし【89.3％】

②学生限定【 3.0％】

③高齢者限定【 2.5％】

④障がい者限定【 1.7％】

⑤その他【 4.6％】
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第２章 市町村別地域公共交通の現状把握 

 

２０）割引運賃導入状況について（該当するものを全て選択） 

【路線別集計（一路線あたりの数値）】 

○「①高齢者割引」よりも、「②小人割引」を実施している路線のほうが多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２１）車両購入費について 

【当該市町村別集計（運行する全路線の総計）】 

○車両購入費の平均値は 2,466 万円となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

■運賃割引導入状況について（N=767）：路線別集計（一路線あたりの数値）

※【　】内の数字は路線総数（767）に対する割合

77

442

102

381

248

3

101

0 50 100 150 200 250 300 350 400 450 500

①高齢者割引【10.0％】

②小人割引【57.6％】

③乗り継ぎ割引【13.3％】

④障がい者割引【49.7％】

⑤定期・回数券【32.3％】

⑥往復割引【 0.4％】

⑦その他【13.2％】

①500万円未満 16

②500万円以上～1,000万円未満 11

③1,000万円以上～2,000万円未満 11

④2,000万円以上～5,000万円未満 13

⑤5,000万円以上 7

⑥不明 87

総計 145

平均値：万円 2,466

■車両購入費について（N=145）：当該市町村別集計（運行する全路線の合計）

②500万円
以上～

1,000万円
未満
7.6%

③1,000万
円以上～
2,000万円

未満
7.6%

④2,000万
円以上～
5,000万円

未満
9.0%⑤5,000万

円以上
4.8%

①500万円
未満
11.0%

⑥不明
60.0%
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第２章 市町村別地域公共交通の現状把握 

 

２２）年間運行経費について 

【当該市町村別集計（運行する全路線の総計）】 

○全体でみると、年間運行経費の平均値は 2,977 万円となっているが、年間運行経費が 1,000

万円未満の市町村も３割弱を占めており、比較的多い。 

○人口規模別にみると、人口５万人以上と規模が大きい市町村の年間運行経費の平均値が最も

高く、地域特性別にみても、過疎路線よりも過疎路線以外、高齢化路線よりも高齢化路線以

外の年間運行経費の平均値が高い。 

○全体の１／４以上は年間運行経費が 3,000 万円以上となっており、それらの市町村が全体の

平均値を押し上げている。 

※H22 年度に運行開始された路線の年間運行経費の設定について《22～26・30 共通》 

・H22 年度に運行開始された路線については、まだ開始から１年経過していないために年間運

行経費が通常よりも低くなることから、運行期間から年間運行経費を割り増しして集計を行

った（運行期間４ヶ月の場合、記載されている年間運行経費×３：12 ヶ月分）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧

500
万円
未満

500万円
以上～
1,000

万円未満

1,000
万円以上
～1,500
万円未満

1,500
万円以上
～2,000
万円未満

2,000
万円以上
～3,000
万円未満

3,000
万円以上
～5,000
万円未満

5,000
万円
以上

不明

■総計　　　　　　　　　 15 26 18 19 17 19 19 12 145 2,977
■人口規模別　　　　　　
①１万人未満 1 5 3 5 3 1 1 6 25 1,982
②１万人以上～３万人未満 10 10 3 8 7 5 2 2 47 1,907
③３万人以上～５万人未満 2 5 5 4 3 4 4 3 30 2,453
④５万人以上 2 6 7 2 4 9 12 1 43 4,911
■地域特性別　　　　　　
①過疎地域 8 13 5 8 11 8 4 7 64 2,251
②過疎地域以外 7 13 13 11 6 11 15 5 81 3,522
■高齢化特性別　　　　　
①高齢化率九州平均以上 12 20 13 14 16 15 12 9 111 2,725
②高齢化率九州平均未満 3 6 5 5 1 4 7 3 34 3,808

※平均値は不明を除く

総計
平均値
：万円

■年間運行経費について（N=145）：当該市町村別集計（運行する全路線の合計）

10.3

4.0

21.3

6.7

4.7

12.5

8.6

10.8

8.8

17.9

20.0

21.3

16.7

14.0

20.3

16.0

18.0

17.6

12.4

12.0

6.4

16.7

16.3

7.8

16.0

11.7

14.7

13.1

20.0

17.0

13.3

4.7

12.5

13.6

12.6

14.7

11.7

12.0

14.9

10.0

9.3

17.2

7.4

14.4

13.1

4.0

10.6

13.3

20.9

12.5

13.6

13.5

11.8

13.1

4.0

4.3

13.3

27.9

6.3

18.5

10.8

20.6

8.3

24.0

4.3

10.0

10.9

6.2

8.1

8.82.9

2.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

■総計　　　　　　　　　

■人口規模別　　　　　　

①１万人未満

②１万人以上～３万人未満

③３万人以上～５万人未満

④５万人以上

■地域特性別　　　　　　

①過疎地域

②過疎地域以外

■高齢化特性別　　　　　

①高齢化率九州平均以上

②高齢化率九州平均未満

①500万円未満 ②500万円以上～1,000万円未満 ③1,000万円以上～1,500万円未満

④1,500万円以上～2,000万円未満 ⑤2,000万円以上～3,000万円未満 ⑥3,000万円以上～5,000万円未満

⑦5,000万円以上 ⑧不明
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第２章 市町村別地域公共交通の現状把握 

 

【路線別集計（一路線あたりの数値）】 

○人口規模別でみると、３万人以上～５万人未満規模の路線が最も平均年間運行経費が低い。

○路線形態別にみると、巡回型のほうがそれ以外の場合よりも年間運行経費の平均値が高く、

いずれの場合もフリー乗降を導入した場合のほうが平均値が低くなっている。 

※数路線の合計金額が記入されている場合は平均値（年間運行経費・年間運賃収入等／路線数）

を使用（5路線で合計 1,000 万円の場合＝1,000÷5＝200 万円）《22～32 共通》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① ② ③ ④ ⑤

100万円
未満

100万円以上
～

200万円未満

200万円以上
～

500万円未満

500万円以上
～

1,000万円未満

1,000万円
以上

■総計　　　　　　　　　 168 186 138 115 96 703 563

■人口規模別　　　　　　

①１万人未満 6 12 12 8 11 49 768

②１万人以上～３万人未満 37 13 45 42 15 152 565

③３万人以上～５万人未満 41 92 33 25 14 205 323

④５万人以上 84 69 48 40 56 297 695

■地域特性別　　　　　　

①過疎地域 87 117 45 58 25 332 386

②過疎地域以外 81 69 93 57 71 371 721

■高齢化特性別　　　　　

①高齢化率九州平均以上 150 171 109 100 53 583 477

②高齢化率九州平均未満 18 15 29 15 43 120 984

■路線形態別　　　　　　

①巡回（循環）型 17 40 63 73 57 250 846

①＋フリー乗降 8 19 4 8 39 532

②それ以外 43 41 31 21 16 152 520

②＋フリー乗降 33 63 7 2 3 108 227

■運行形態　　　　　　　

①定時定路線運行 126 168 119 106 88 607 567

②予約型運行(路線型) 27 13 5 5 2 52 438

③予約型運行（区域型） 15 5 14 4 5 43 642

※平均値は不明を除く

総計
平均値
：万円

■年間運行経費について（N=703）：路線別集計（一路線あたりの数値）

23.9

12.2

24.3

20.0

28.3

26.2

21.8

25.7

15.0

6.8

28.3

30.6

20.8

51.9

34.9

26.5

24.5

8.6

44.9

23.2

35.2

18.6

29.3

12.5

16.0

20.5

27.0

58.3

27.7

25.0

11.6

19.6

24.5

29.6

16.1

16.2

13.6

25.1

18.7

24.2

25.2

48.7

20.4

6.5

19.6

9.6

32.6

16.4

16.3

27.6

12.2

13.5

17.5

15.4

17.2

12.5

29.2

10.3

13.8

17.5

9.6

9.3

13.7

22.4

9.9

6.8

18.9

7.5

19.1

9.1

35.8

22.8

20.5

10.5

14.5

3.8

11.6

1.9
2.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

■総計　　　　　　　　　

■人口規模別　　　　　　

①１万人未満

②１万人以上～３万人未満

③３万人以上～５万人未満

④５万人以上

■地域特性別　　　　　　

①過疎地域

②過疎地域以外

■高齢化特性別　　　　　

①高齢化率九州平均以上

②高齢化率九州平均未満

■路線形態別　　　　　　

①巡回（循環）型

①＋フリー乗降

②それ以外

②＋フリー乗降

■運行形態　　　　　　　

①定時定路線運行

②予約型運行(路線型)

③予約型運行（区域型）

①100万円未満 ②100万円以上～200万円未満 ③200万円以上～500万円未満

④500万円以上～1,000万円未満 ⑤1,000万円以上
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第２章 市町村別地域公共交通の現状把握 

 

２３）年間運行経費のうち人件費が占める割合について 

【当該市町村別集計（運行する全路線の総計）】 

○全体でみると、人件費の平均値は 1,811 万円となっている。 

○人件費が運行経費に占める平均割合は約 57％となっており、運行経費の半分以上は人件費

が占めている市町村が多くなっている。 

○人口規模別でみると、人口１万人未満市町村では人件費割合が７割以上の市町村が４割以上

を占めており、人口規模が小さい市町村では人件費割合が非常に高い。 

○３万人以上～５万人未満市町村の平均値が最も低く、人件費割合も最も低い。 

○人口５万人以上市町村の人件費の平均値は 3,238 万円となっており、それ以外の路線に比べ

て非常に高い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① ② ③ ④

50％未満
50％以上～
60％未満

60％以上～
70％未満

70％以上

■総計　　　　　　　　　 17 14 16 17 64 1,811 57%

■人口規模別　　　　　　

①１万人未満 3 2 3 6 14 1,366 62%

②１万人以上～３万人未満 7 5 4 6 22 1,148 58%

③３万人以上～５万人未満 3 2 2 2 9 1,110 50%

④５万人以上 4 5 7 3 19 3,238 57%

■地域特性別　　　　　　

①過疎地域 7 6 3 11 27 1,359 61%

②過疎地域以外 10 8 13 6 37 2,141 56%

■高齢化特性別　　　　　

①高齢化率九州平均以上 13 9 12 14 48 1,427 57%

②高齢化率九州平均未満 4 5 4 3 16 2,964 57%

※平均値は不明を除く

平均値
：万円

総計
平均
割合

■年間運行経費のうち人件費が占める割合について（N=64）
　：当該市町村別集計（運行する全路線の合計）

26.6

21.4

31.8

33.3

21.1

25.9

27.0

27.1

25.0

21.9

14.3

22.7

22.2

26.3

22.2

21.6

18.8

31.3

25.0

21.4

18.2

22.2

36.8

11.1

35.1

25.0

25.0

26.6

42.9

27.3

22.2

15.8

40.7

16.2

29.2

18.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

■総計　　　　　　　　　

■人口規模別　　　　　　

①１万人未満

②１万人以上～３万人未満

③３万人以上～５万人未満

④５万人以上

■地域特性別　　　　　　

①過疎地域

②過疎地域以外

■高齢化特性別　　　　　

①高齢化率九州平均以上

②高齢化率九州平均未満

①50％未満 ②50％以上～60％未満 ③60％以上～70％未満 ④70％以上
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第２章 市町村別地域公共交通の現状把握 

 

【路線別集計（一路線あたりの数値）】 

○全体でみると、人件費の平均値は 467 万円となっており、人件費が運行経費に占める平均割

合は約 59％となっている。 

○運行経費の半分以上は人件費が占めている路線が約３／４と多い。 

○人口規模別でみると、人口１万人未満路線では人件費割合が７割以上の路線が６割以上を占

めており、人口規模が小さい市町村では人件費割合が非常に高い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① ② ③ ④

50％未満
50％以上～
60％未満

60％以上～
70％未満

70％以上

■総計　　　　　　　　　 66 63 45 74 248 467 59%
■人口規模別　　　　　　
①１万人未満 3 4 8 24 39 490 66%
②１万人以上～３万人未満 18 18 12 13 61 414 60%
③３万人以上～５万人未満 14 8 2 9 33 303 51%
④５万人以上 31 33 23 28 115 535 59%
■地域特性別　　　　　　
①過疎地域 29 23 5 46 103 356 65%
②過疎地域以外 37 40 40 28 145 546 57%
■高齢化特性別　　　　　
①高齢化率九州平均以上 54 47 30 66 197 348 61%
②高齢化率九州平均未満 12 16 15 8 51 930 57%
■路線形態別　　　　　　
①巡回（循環）型 35 44 33 32 144 525 58%
①＋フリー乗降 1 4 1 6 355 61%
②それ以外 25 7 5 19 56 361 60%
②＋フリー乗降 4 12 16 363 69%
■運行形態　　　　　　　
①定時定路線運行 55 61 44 66 226 463 59%
②予約型運行(路線型) 8 4 12 180 72%
③予約型運行（区域型） 3 1 1 4 9 915 69%

※平均値は不明を除く

総計
平均値
：万円

平均
割合

■年間運行経費のうち人件費が占める割合について（N=248）
　：路線別集計（一路線あたりの数値）

26.6

7.7

29.5

42.4

27.0

28.2

25.5

27.4

23.5

24.3

16.7

44.6

24.3

66.7

33.3

25.4

10.3

29.5

24.2

28.7

22.3

27.6

23.9

31.4

30.6

66.7

12.5

25.0

27.0

11.1

18.1

20.5

19.7

6.1

20.0

4.9

27.6

15.2

29.4

22.9

8.9

19.5

11.1

29.8

61.5

21.3

27.3

24.3

44.7

19.3

33.5

15.7

22.2

16.7

33.9

75.0

29.2

33.3

44.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

■総計　　　　　　　　　

■人口規模別　　　　　　

①１万人未満

②１万人以上～３万人未満

③３万人以上～５万人未満

④５万人以上

■地域特性別　　　　　　

①過疎地域

②過疎地域以外

■高齢化特性別　　　　　

①高齢化率九州平均以上

②高齢化率九州平均未満

■路線形態別　　　　　　

①巡回（循環）型

①＋フリー乗降

②それ以外

②＋フリー乗降

■運行形態　　　　　　　

①定時定路線運行

②予約型運行(路線型)

③予約型運行（区域型）

①50％未満 ②50％以上～60％未満 ③60％以上～70％未満 ④70％以上
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２４）年間運行経費のうち燃料費・減価償却費・車両賃料・システム経費が占める割

合について 

【当該市町村別集計（運行する全路線の総計）】 

○全体でみると、燃料費等合計の平均値は 644 万円となっている。 

○燃料費等が運行経費に占める割合が「②10％以上～20％未満」の市町村が半分を占めており、

平均割合は 20％となっている。 

○人口規模別でみると、人口が多くなるにつれて、燃料費等の平均値も平均割合も高くなって

いる。 

○人口５万人以上路線の平均燃料費等は 1,268 万円となっており、それ以外の路線に比べて非

常に高い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① ② ③ ④

10％未満
10％以上～
20％未満

20％以上～
30％未満

30％以上

■総計　　　　　　　　　 13 35 15 7 70 644 20%

■人口規模別　　　　　　

①１万人未満 3 8 1 12 283 12%

②１万人以上～３万人未満 3 13 7 2 25 343 17%

③３万人以上～５万人未満 7 2 1 10 393 19%

④５万人以上 7 7 5 4 23 1,268 23%

■地域特性別　　　　　　

①過疎地域 6 14 7 27 340 15%

②過疎地域以外 7 21 8 7 43 834 22%

■高齢化特性別　　　　　

①高齢化率九州平均以上 10 26 11 4 51 588 22%

②高齢化率九州平均未満 3 9 4 3 19 794 17%

※平均値は不明を除く

総計
平均値
：万円

平均
割合

■年間運行経費のうち燃料費・減価償却費・車両賃料・システム経費が占める割合について
　（N=70）：当該市町村別集計（運行する全路線の合計）

18.6

25.0

12.0

0.0

30.4

22.2

16.3

19.6

15.8

50.0

66.7

52.0

70.0

30.4

51.9

48.8

51.0

47.4

21.4

8.3

28.0

20.0

21.7

25.9

18.6

21.6

21.1

10.0

8.0

10.0

17.4

16.3

7.8

15.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

■総計　　　　　　　　　

■人口規模別　　　　　　

①１万人未満

②１万人以上～３万人未満

③３万人以上～５万人未満

④５万人以上

■地域特性別　　　　　　

①過疎地域

②過疎地域以外

■高齢化特性別　　　　　

①高齢化率九州平均以上

②高齢化率九州平均未満

①10％未満 ②10％以上～20％未満 ③20％以上～30％未満 ④30％以上
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【路線別集計（一路線あたりの数値）】 

○全体でみると、燃料費等の平均値は 183 万円となっており、燃料費等が運行経費に占める平

均割合は 21％となっている。 

○人口規模別でみると、人口１万人未満路線では人件費割合のケースとは逆で、燃料費等の割

合が 20％未満の路線が 97％と高く、人口規模が小さい市町村では燃料費等の割合が非常に

低い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① ② ③ ④

10％未満
10％以上～
20％未満

20％以上～
30％未満

30％以上

■総計　　　　　　　　　 57 102 69 18 246 183 21%
■人口規模別　　　　　　
①１万人未満 13 20 1 34 100 13%
②１万人以上～３万人未満 6 19 30 4 59 145 17%
③３万人以上～５万人未満 3 22 6 3 34 116 19%
④５万人以上 35 41 32 11 119 245 24%
■地域特性別　　　　　　
①過疎地域 18 26 27 2 73 126 16%
②過疎地域以外 39 76 42 16 173 207 22%
■高齢化特性別　　　　　
①高齢化率九州平均以上 46 81 48 12 187 160 24%
②高齢化率九州平均未満 11 21 21 6 59 256 17%
■路線形態別　　　　　　
①巡回（循環）型 23 55 41 15 134 227 22%
①＋フリー乗降 9 5 14 72 19%
②それ以外 11 19 15 3 48 205 22%
②＋フリー乗降 17 4 4 25 66 12%
■運行形態　　　　　　　
①定時定路線運行 45 93 66 15 219 175 20%
②予約型運行(路線型) 9 5 1 1 16 48 10%
③予約型運行（区域型） 3 3 2 2 10 576 32%

※平均値は不明を除く

総計
平均値
：万円

平均
割合

■年間運行経費のうち燃料費・減価償却費・車両賃料・システム経費が占める割合について
　（N=246）：路線別集計（一路線あたりの数値）

23.2

38.2

10.2

8.8

29.4

24.7

22.5

24.6

18.6

17.2

22.9

68.0

20.5
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30.0

41.5
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32.2
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34.5

35.6

43.9

43.3

35.6

41.0

64.3

39.6

16.0
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31.3

30.0

28.0

50.8

17.6

26.9

37.0

24.3

25.7

35.6

30.6

35.7

31.3

16.0

30.1

6.3

20.0

7.3

6.8

8.8

9.2

9.2

6.4

10.2

11.2

6.3

6.8

6.3

20.0

2.9

2.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

■総計　　　　　　　　　

■人口規模別　　　　　　

①１万人未満

②１万人以上～３万人未満

③３万人以上～５万人未満

④５万人以上

■地域特性別　　　　　　

①過疎地域

②過疎地域以外

■高齢化特性別　　　　　

①高齢化率九州平均以上

②高齢化率九州平均未満

■路線形態別　　　　　　

①巡回（循環）型

①＋フリー乗降

②それ以外

②＋フリー乗降

■運行形態　　　　　　　

①定時定路線運行

②予約型運行(路線型)

③予約型運行（区域型）

①10％未満 ②10％以上～20％未満 ③20％以上～30％未満 ④30％以上
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２５）路線１ｋｍあたり年間運行経費について 

【路線別集計（一路線あたりの数値）】 

○路線１ｋｍあたり年間運行経費＝年間運行経費÷路線キロ 

○人口規模別でみると、年間運行経費の平均値は人口５万人以上路線が最も高かったが、それ

と同様に１km あたりの年間運行経費も 24.8 万円と最も低い１万人未満路線 12.7 万円の２

倍弱となっている。 

○過疎路線・高齢化路線のほうが、それ以外の路線に比べて１km あたり年間運行経費は低い。

○路線形態別にみると、年間運行経費の傾向と同様に１km あたりに換算しても巡回型のほう

がそれ以外の場合よりも高く、フリー乗降を導入した場合のほうが導入なしの場合よりも低

くなっている。 

○運行形態では、予約型運行を導入している路線のほうが、定時定路線運行よりも１km あた

り年間運行経費が低くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■路線１kmあたり年間運行経費について（N=578）：路線別集計（一路線あたりの数値） （万円）

※《　》内の数字は総数

18.6

12.7

17.1

16.6

24.8

15.0

22.2

15.2

36.3

26.2

9.5

13.1

12.2

18.7

12.0

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0 35.0 40.0

■総計　　　　　　　　　　　　 

■人口規模別　　　　　 　　　　

①１万人未満《 45》

②１万人以上～３万人未満《122》

③３万人以上～５万人未満《192》

④５万人以上《219》

■地域特性別　　　　　 　　　　

①過疎地域《296》

②過疎地域以外《282》

■高齢化特性別　　　 　　　　　

①高齢化率九州平均以上《495》

②高齢化率九州平均未満《 83》

■路線形態別　　　　　 　　　　

①巡回（循環）型《214》

①＋フリー乗降《 20》

②それ以外《110》

②＋フリー乗降《 93》

■運行形態　　　　　 　　　　　

①定時定路線運行《543》

②予約型運行(路線型)《 34》
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２６）１本（往復）あたり運行経費について 

【路線別集計（一路線あたりの数値）】 

○１本（往復）あたり運行経費＝年間運行経費÷（１週間あたり運行本数×52 週） 

○人口規模別でみると、人口規模が大きくなるにつれて１本あたり運行経費は低くなってお

り、人口５万人以上路線の年間運行経費自体は高くなっているが、人口が比較的多いことか

ら運行本数も多く、相対的に単価が低くなっているものと見られる。 

○地域特性別でも同様に、平均年間運行経費は過疎地域以外のほうが高くなっていたが、１本

（往復）あたり運行経費では過疎地域以外のほうが低い。 

○路線形態別でも同様に、平均年間運行経費は巡回型のほうがそれ以外の場合よりも高くなっ

ていたが、１本（往復）あたり運行経費では巡回型のほうが低い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■１本（往復）あたり運行経費について（N=597）：路線別集計（一路線あたりの数値） （千円）

※《　》内の数字は総数

4.0

6.3

5.1

4.4

3.4

5.3

3.6

4.0

4.1

3.9

3.3

5.6

5.4

0.0 1.0 2.0 3.0 4.0 5.0 6.0 7.0

■総計 　　　　　　　　　　　　

■人口規模別　　　　　 　　　　

①１万人未満《 41》

②１万人以上～３万人未満《124》

③３万人以上～５万人未満《195》

④５万人以上《237》

■地域特性別　　　　　 　　　　

①過疎地域《288》

②過疎地域以外《309》

■高齢化特性別　　　 　　　　　

①高齢化率九州平均以上《502》

②高齢化率九州平均未満《 95》

■路線形態別　　　　　 　　　　

①巡回（循環）型《239》

①＋フリー乗降《 39》

②それ以外《 93》

②＋フリー乗降《 95》
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２７）年間運賃収入について 

【当該市町村別集計（運行する全路線の総計）】 

○全体でみると、年間運賃収入の平均値は 767 万円となっているが、年間運賃収入が 500 万円

未満の市町村も半数を占めており、比較的多い。 

○人口規模別にみると、人口５万人以上市町村の年間運賃収入の平均値が最も高い。 

○地域特性別の場合は過疎地域以外市町村、高齢化特性別の場合は高齢化率九州平均未満市町

村の年間運賃収入の平均値のほうが高い。 

 

※H22 年度に運行開始された路線の年間運賃収入の設定について《27～30 共通》 

・H22 年度に運行開始された路線については、まだ開始から１年経過していないために年間運

賃収入が通常よりも低くなることから、運行期間から年間運賃収入を割り増しして集計を行

った（運行期間４ヶ月の場合、記載されている年間運賃収入×３：12 ヶ月分）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■年間運賃収入について（N=145）：当該市町村別集計（運行する全路線の合計）
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■総計　　　　　　　　　

■人口規模別　　　　　　

①１万人未満

②１万人以上～３万人未満

③３万人以上～５万人未満

④５万人以上

■地域特性別　　　　　　

①過疎地域

②過疎地域以外

■高齢化特性別　　　　　

①高齢化率九州平均以上

②高齢化率九州平均未満

①100万円未満 ②100万円以上～200万円未満 ③200万円以上～500万円未満

④500万円以上～1,000万円未満 ⑤1,000万円以上 ⑥不明

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

100万円
未満

100万円以上
～

200万円未満

200万円以上
～

500万円未満

500万円以上
～

1,000万円未満

1,000万円
以上

不明

■総計　　　　　　　　　 23 25 23 25 21 28 145 767

■人口規模別　　　　　　

①１万人未満 4 3 4 3 2 9 25 467

②１万人以上～３万人未満 9 12 8 5 6 7 47 474

③３万人以上～５万人未満 4 5 5 6 3 7 30 431

④５万人以上 6 5 6 11 10 5 43 1,405

■地域特性別　　　　　　

①過疎地域 10 14 14 9 6 11 64 446

②過疎地域以外 13 11 9 16 15 17 81 1,032

■高齢化特性別　　　　　

①高齢化率九州平均以上 16 21 21 20 15 18 111 724

②高齢化率九州平均未満 7 4 2 5 6 10 34 933

※平均値は不明を除く

平均値
：万円

総計
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【路線別集計（一路線あたりの数値）】 

○過疎路線・高齢化路線の年間運賃収入の平均値はそれ以外の地域に比べて低く、特に過疎路

線は過疎路線以外の平均値の約１／３程度となっている。 

○運行形態別では、予約型運行を導入している路線のほうが、定時定路線運行よりも年間運賃

収入の平均値が高くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦

10万円
未満

10万円
以上～
20万円
未満

20万円
以上～
50万円
未満

50万円
以上～
100万円
未満

100万円
以上～
200万円
未満

200万円
以上～
500万円
未満

500万円
以上

■総計　　　　　　　　　 140 132 130 94 82 51 37 666 135
■人口規模別　　　　　　
①１万人未満 3 6 14 3 9 4 4 43 174
②１万人以上～３万人未満 22 27 48 18 28 9 7 159 119
③３万人以上～５万人未満 59 31 39 32 13 11 2 187 53
④５万人以上 56 68 29 41 32 27 24 277 193
■地域特性別　　　　　　
①過疎地域 101 79 67 32 40 12 8 339 70
②過疎地域以外 39 53 63 62 42 39 29 327 202
■高齢化特性別　　　　　
①高齢化率九州平均以上 127 123 107 74 69 37 29 566 119
②高齢化率九州平均未満 13 9 23 20 13 14 8 100 224
■路線形態別　　　　　　
①巡回（循環）型 27 27 26 54 41 29 19 223 209
①＋フリー乗降 8 1 5 10 12 5 41 86
②それ以外 40 20 45 10 16 12 8 151 104
②＋フリー乗降 55 23 19 2 6 1 2 108 55
■運行形態　　　　　　　
①定時定路線運行 110 114 114 83 75 49 30 575 130
②予約型運行(路線型) 23 10 8 4 2 47 179
③予約型運行（区域型） 7 8 8 7 7 1 4 42 141

※平均値は不明を除く

総計
平均値
：万円

■年間運賃収入について（N=666）：路線別集計（一路線あたりの数値）
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■総計　　　　　　　　　

■人口規模別　　　　　　

①１万人未満

②１万人以上～３万人未満

③３万人以上～５万人未満

④５万人以上

■地域特性別　　　　　　

①過疎地域

②過疎地域以外

■高齢化特性別　　　　　

①高齢化率九州平均以上

②高齢化率九州平均未満

■路線形態別　　　　　　

①巡回（循環）型

①＋フリー乗降

②それ以外

②＋フリー乗降

■運行形態　　　　　　　

①定時定路線運行

②予約型運行(路線型)

③予約型運行（区域型）

①10万円未満 ②10万円以上～20万円未満 ③20万円以上～50万円未満

④50万円以上～100万円未満 ⑤100万円以上～200万円未満 ⑥200万円以上～500万円未満

⑦500万円以上
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第２章 市町村別地域公共交通の現状把握 

 

２８）路線１ｋｍあたり年間運賃収入について 

【路線別集計（一路線あたりの数値）】 

○路線１ｋｍあたり年間運賃収入＝年間運賃収入÷路線キロ 

○人口規模別でみると、年間運賃収入が最も高い人口５万人以上路線が、１km あたりに換算

した場合でも 7.5 万円と最も高くなっている。 

○地域特性別・高齢化特性別ともに、年間運賃収入の傾向と同様に過疎路線・高齢化路線の１

km あたり年間運賃収入はそれ以外の路線に比べて低い。 

○路線形態別にみると、年間運賃収入の傾向と同様に１km あたりに換算してもフリー乗降を

導入した場合のほうが導入なしの場合よりも低くなっている。 

○運行形態では、予約型運行を導入している路線のほうが、定時定路線運行よりも１km あた

り年間運賃収入が低くなっている。 

 

 

 

 

■路線１kmあたり年間運賃収入について（N=554）：路線別集計（一路線あたりの数値） （万円）

※《　》内の数字は総数
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■総計　　　　　　 　　　　　　

■人口規模別　　　　　 　　　　

①１万人未満《 40》

②１万人以上～３万人未満《130》

③３万人以上～５万人未満《180》

④５万人以上《204》

■地域特性別　　　　　 　　　　

①過疎地域《307》

②過疎地域以外《247》

■高齢化特性別　　　 　　　　　

①高齢化率九州平均以上《484》

②高齢化率九州平均未満《 70》

■路線形態別　　　　　 　　　　

①巡回（循環）型《195》

①＋フリー乗降《 23》

②それ以外《113》

②＋フリー乗降《 93》

■運行形態　　　　　 　　　　　

①定時定路線運行《523》

②予約型運行(路線型)《 29》
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２９）１本（往復）あたり運賃収入について 

【路線別集計（一路線あたりの数値）】 

○１本（往復）あたり運賃収入＝年間運賃収入÷（１週間あたり運行本数×52 週） 

○人口規模別でみると、年間運賃収入の平均値は人口５万人以上路線が最も高かったが、１本

（往復）あたり運賃収入は人口１万人未満路線が最も高くなっている。運行本数が多い割に

収入が得られていない状況が予測される。 

○地域特性別でも同様に、平均年間運賃収入は過疎地域以外のほうが高くなっていたが、１本

（往復）あたり運賃収入では過疎地域以外のほうが低い。 

○路線形態別でも同様に、平均年間運賃収入は巡回型のほうがそれ以外の場合よりも高くなっ

ていたが、１本（往復）あたり運賃収入では巡回型のほうが低い。 

 

 

 
■１本（往復）あたり運賃収入について（N=570）：路線別集計（一路線あたりの数値） （千円）

※《　》内の数字は総数
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■総計　　　　　　　 　　　　　

■人口規模別　　　　　 　　　　

①１万人未満《 39》

②１万人以上～３万人未満《129》

③３万人以上～５万人未満《179》

④５万人以上《223》

■地域特性別　　　　　 　　　　

①過疎地域《301》

②過疎地域以外《269》

■高齢化特性別　　　 　　　　　

①高齢化率九州平均以上《494》

②高齢化率九州平均未満《 76》

■路線形態別　　　　　 　　　　

①巡回（循環）型《217》

①＋フリー乗降《 40》

②それ以外《 94》

②＋フリー乗降《 95》
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３０）年間運行経費のうち年間運賃収入が占める割合（収支率）について 

【当該市町村別集計（運行する全路線の総計）】 

○＝年間運賃収入÷年間運行経費×100 ％ 

○全体でみると、平均値は 24％となっており、年間運行経費のうち約１／４を運賃収入で補

っていることになるが、割合でみると収支率「②10％以上～20％未満」の市町村が多くなっ

ている。 

○人口規模別にみると、人口５万人以上と規模が大きい市町村の平均割合が最も高く、人口３

万人以上～５万人未満の市町村の平均割合が最も低い。 

○地域特性別にみると、過疎地域よりも過疎地域以外の収支率平均値が高いが、高齢化特性別

では高齢化率九州平均以上地域の平均値が高い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦

10％
未満

10％以上
～

20％未満

20％以上
～

30％未満

30％以上
～

50％未満

50％以上
～

100％未満

100％
以上

不明

■総計　　　　　　　　　 25 39 26 16 5 1 33 145 24%

■人口規模別　　　　　　

①１万人未満 3 6 2 3 1 10 25 23%

②１万人以上～３万人未満 8 13 11 4 2 9 47 22%

③３万人以上～５万人未満 4 11 4 2 9 30 17%

④５万人以上 10 9 9 7 3 5 43 26%

■地域特性別　　　　　　

①過疎地域 11 20 11 5 2 15 64 19%

②過疎地域以外 14 19 15 11 3 1 18 81 26%

■高齢化特性別　　　　　

①高齢化率九州平均以上 18 29 24 13 4 1 22 111 25%

②高齢化率九州平均未満 7 10 2 3 1 11 34 20%

※平均値は不明を除く

総計 平均値

■年間運行経費のうち年間運賃収入が占める割合について（N=145）
　：当該市町村別集計（運行する全路線の合計）
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■総計　　　　　　　　　

■人口規模別　　　　　　

①１万人未満

②１万人以上～３万人未満

③３万人以上～５万人未満

④５万人以上

■地域特性別　　　　　　

①過疎地域

②過疎地域以外

■高齢化特性別　　　　　

①高齢化率九州平均以上

②高齢化率九州平均未満

①10％未満 ②10％以上～20％未満 ③20％以上～30％未満 ④30％以上～50％未満

⑤50％以上～100％未満 ⑥100％以上 ⑦不明
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【路線別集計（一路線あたりの数値）】 

○人口規模別にみると、人口５万人以上と規模が大きい市町村の収支率が最も高い。 

○地域特性別にみると、過疎地域よりも過疎地域以外の収支率平均値が高いが、高齢化特性別

では高齢化率九州平均以上地域の平均値が高い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

10％未満
10％以上

～
20％未満

20％以上
～

30％未満

30％以上
～

50％未満

50％以上
～

100％未満

100％
以上

■総計　　　　　　　　　 187 205 131 80 22 2 627 24%
■人口規模別　　　　　　
①１万人未満 4 14 4 17 1 1 41 23%
②１万人以上～３万人未満 34 38 42 18 3 1 136 22%
③３万人以上～５万人未満 60 64 44 7 1 176 17%
④５万人以上 89 89 41 38 17 274 26%
■地域特性別　　　　　　
①過疎地域 107 125 41 28 3 1 305 19%
②過疎地域以外 80 80 90 52 19 1 322 26%
■高齢化特性別　　　　　
①高齢化率九州平均以上 151 181 114 61 19 2 528 25%
②高齢化率九州平均未満 36 24 17 19 3 99 21%
■路線形態別　　　　　　
①巡回（循環）型 77 54 38 31 11 1 212 24%
①＋フリー乗降 15 5 13 5 38 14%
②それ以外 41 31 41 19 6 1 139 21%
②＋フリー乗降 45 33 11 19 108 24%
■運行形態　　　　　　　
①定時定路線運行 165 182 109 64 19 2 541 23%
②予約型運行(路線型) 18 9 7 8 2 44 41%
③予約型運行（区域型） 4 14 15 7 1 41 22%

※平均値は不明を除く

平均値総計

■年間運行経費のうち年間運賃収入が占める割合について（N=627）
　：路線別集計（一路線あたりの数値）
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■総計　　　　　　　　　

■人口規模別　　　　　　

①１万人未満

②１万人以上～３万人未満

③３万人以上～５万人未満

④５万人以上

■地域特性別　　　　　　

①過疎地域

②過疎地域以外

■高齢化特性別　　　　　

①高齢化率九州平均以上

②高齢化率九州平均未満

■路線形態別　　　　　　

①巡回（循環）型

①＋フリー乗降

②それ以外

②＋フリー乗降

■運行形態　　　　　　　

①定時定路線運行

②予約型運行(路線型)

③予約型運行（区域型）

①10％未満 ②10％以上～20％未満 ③20％以上～30％未満

④30％以上～50％未満 ⑤50％以上～100％未満 ⑥100％以上



 -67- 

第２章 市町村別地域公共交通の現状把握 

 

３１）補助金（国・県・市町村・その他の補助金合計）の状況について 

【当該市町村別集計（運行する全路線の総計）】 

○全体でみると、年間補助金総額の平均値は 2,291 万円となっており、年間運賃収入の平均値

767 万円の約３倍となっている。 

○人口規模別にみると、人口５万人以上と規模が大きい市町村の補助金総額の平均値は 3,737

万円とその他の市町村に比べて非常に高い。 

○地域特性別にみても、過疎地域よりも過疎地域以外の補助金総額の平均値が高い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■補助金（国・県・市町村・その他の補助金合計）の状況について（N=145）
　：当該市町村別集計（運行する全路線の合計）
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■総計　　　　　　　　　

■人口規模別　　　　　　

①１万人未満

②１万人以上～３万人未満

③３万人以上～５万人未満

④５万人以上

■地域特性別　　　　　　

①過疎地域

②過疎地域以外

■高齢化特性別　　　　　

①高齢化率九州平均以上

②高齢化率九州平均未満

①500万円未満 ②500万円以上～1,000万円未満 ③1,000万円以上～2,000万円未満

④2,000万円以上～5,000万円未満 ⑤5,000万円以上 ⑥補助金なし・不明

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

500
万円
未満

500万円
以上～
1,000

万円未満

1,000万円
以上～

2,000万円
未満

2,000万円
以上～

5,000万円
未満

5,000
万円
以上

補助金
なし・
不明

■総計　　　　　　　　　 21 19 24 22 12 47 145 2,291

■人口規模別　　　　　　

①１万人未満 1 5 5 1 2 11 25 1,748

②１万人以上～３万人未満 10 5 9 6 17 47 1,344

③３万人以上～５万人未満 2 7 5 5 1 10 30 1,632

④５万人以上 8 2 5 10 9 9 43 3,737

■地域特性別　　　　　　

①過疎地域 6 12 12 9 3 22 64 1,696

②過疎地域以外 15 7 12 13 9 25 81 2,737

■高齢化特性別　　　　　

①高齢化率九州平均以上 16 17 19 17 7 35 111 1,933

②高齢化率九州平均未満 5 2 5 5 5 12 34 3,528

※平均値は不明を除く

総計
平均値
：万円
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第２章 市町村別地域公共交通の現状把握 

 

【路線別集計（一路線あたりの数値）】 

○人口規模別にみると、人口１万人未満路線の補助金総額の平均値が 789 万円と最も高い。 

○過疎路線・高齢化路線よりも、それ以外の路線のほうが補助金総額の平均値が高い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■補助金（国・県・市町村・その他の補助金合計）の状況について（N=767）
　：路線別集計（一路線あたりの数値）
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■総計　　　　　　　　　

■人口規模別　　　　　　

①１万人未満

②１万人以上～３万人未満

③３万人以上～５万人未満

④５万人以上

■地域特性別　　　　　　

①過疎地域

②過疎地域以外

■高齢化特性別　　　　　

①高齢化率九州平均以上

②高齢化率九州平均未満

■路線形態別　　　　　　

①巡回（循環）型

①＋フリー乗降

②それ以外

②＋フリー乗降

■運行形態　　　　　　　

①定時定路線運行

②予約型運行(路線型)

③予約型運行（区域型）

①50万円未満 ②50万円以上～100万円未満 ③100万円以上～200万円未満

④200万円以上～500万円未満 ⑤500万円以上～1,000万円未満 ⑥1,000万円以上

⑦補助金なし・不明

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦

50万円
未満

50万円
以上～
100万円
未満

100万円
以上～
200万円
未満

200万円
以上～
500万円
未満

500万円
以上～
1,000万
円未満

1,000
万円
以上

補助金
なし・
不明

■総計　　　　　　　　　 148 73 163 84 61 54 184 767 385
■人口規模別　　　　　　
①１万人未満 1 1 12 3 6 8 29 60 789
②１万人以上～３万人未満 25 20 10 34 14 8 73 184 363
③３万人以上～５万人未満 58 16 70 22 13 3 36 218 179
④５万人以上 64 36 71 25 28 35 46 305 491
■地域特性別　　　　　　
①過疎地域 97 19 111 31 19 14 91 382 245
②過疎地域以外 51 54 52 53 42 40 93 385 525
■高齢化特性別　　　　　
①高齢化率九州平均以上 122 70 153 72 43 25 157 642 303
②高齢化率九州平均未満 26 3 10 12 18 29 27 125 792
■路線形態別　　　　　　
①巡回（循環）型 38 12 27 32 34 30 94 267 641
①＋フリー乗降 2 8 8 9 3 8 4 42 462
②それ以外 38 29 25 27 15 9 33 176 348
②＋フリー乗降 34 6 57 7 1 2 1 108 158
■運行形態　　　　　　　
①定時定路線運行 114 60 153 73 56 48 147 651 385
②予約型運行(路線型) 26 9 5 2 2 2 14 60 233
③予約型運行（区域型） 8 4 5 9 1 4 20 51 586

※平均値は補助金なし・不明を除く

総計
平均値
：万円
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第２章 市町村別地域公共交通の現状把握 

 

３２）補助金の受給先について 

【路線別集計（一路線あたりの数値）】 

○市町村からの補助金を受給している路線が多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

■補助金の受給先（N=767）

※【　】内の数字は総路線数（767）に対する割合

57

178

465

10

0 50 100 150 200 250 300 350 400 450 500

国補助金【 7.4％】

県補助金【23.2％】

市町村補助金【60.6％】

その他補助金【 1.3％】
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第２章 市町村別地域公共交通の現状把握 

 

３３）H22 年度年間乗車人員について 

【当該市町村別集計（運行する全路線の総計）】 

○人口規模が大きくなるにつれて、平均年間乗車人員が増加している。 

※H22 年度に運行開始された路線の乗車人員の設定について《33 のみ》 

・H22 年度に運行開始された路線については、まだ開始から１年経過していないために年間乗

車人員が通常よりも少なくなることから、運行期間から年間乗車人員を割り増しして集計を

行った（運行期間４ヶ月の場合、記載されている年間乗車人員×３：12 ヶ月分）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧

5,000人
未満

5,000
人以上

～
10,000
人未満

10,000
人以上

～
20,000
人未満

20,000
人以上

～
30,000
人未満

30,000
人以上

～
50,000
人未満

50,000
人以上

～
100,000
人未満

100,000
人以上

不明

■総計　　　　　　　　　 24 16 21 19 17 20 17 11 145 48,943

■人口規模別　　　　　　

①１万人未満 6 1 3 3 3 3 6 25 23,344

②１万人以上～３万人未満 10 8 9 3 7 5 3 2 47 29,299

③３万人以上～５万人未満 3 4 2 6 2 7 4 2 30 42,849

④５万人以上 5 3 7 7 5 5 10 1 43 85,634

■地域特性別　　　　　　

①過疎地域 13 9 10 8 10 5 4 5 64 27,193

②過疎地域以外 11 7 11 11 7 15 13 6 81 66,053

■高齢化特性別　　　　　

①高齢化率九州平均以上 18 16 15 17 14 16 8 7 111 39,744

②高齢化率九州平均未満 6 6 2 3 4 9 4 34 80,833

※平均値は不明を除く

総計
平均値
：人

■H22年度年間乗車人員について（N=145）：当該市町村別集計（運行する全路線の合計）
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■総計　　　　　　　　　

■人口規模別　　　　　　

①１万人未満

②１万人以上～３万人未満

③３万人以上～５万人未満

④５万人以上

■地域特性別　　　　　　

①過疎地域

②過疎地域以外

■高齢化特性別　　　　　

①高齢化率九州平均以上

②高齢化率九州平均未満

①5,000人未満 ②5,000人以上～10,000人未満 ③10,000人以上～20,000人未満

④20,000人以上～30,000人未満 ⑤30,000人以上～50,000人未満 ⑥50,000人以上～100,000人未満

⑦100,000人以上 ⑧不明
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第２章 市町村別地域公共交通の現状把握 

 

【路線別集計（一路線あたりの数値）】 

○巡回型路線、定時定路線運行の平均年間乗車人員が多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦

500人
未満

500人
以上～
1,000人
未満

1,000人
以上～
2,000人
未満

2,000人
以上～
5,000人
未満

5,000人
以上～

10,000人
未満

10,000人
以上～

20,000人
未満

20,000
人以上

■総計　　　　　　　　　 115 112 154 131 74 68 74 728 9,009
■人口規模別　　　　　　
①１万人未満 6 4 5 9 6 11 6 47 9,437
②１万人以上～３万人未満 28 29 33 35 12 19 12 168 7,848
③３万人以上～５万人未満 35 54 41 37 15 12 19 213 5,633
④５万人以上 46 25 75 50 41 26 37 300 11,989
■地域特性別　　　　　　
①過疎地域 75 79 84 60 28 20 15 361 4,444
②過疎地域以外 40 33 70 71 46 48 59 367 13,499
■高齢化特性別　　　　　
①高齢化率九州平均以上 101 105 139 113 57 50 43 608 6,798
②高齢化率九州平均未満 14 7 15 18 17 18 31 120 20,208
■路線形態別　　　　　　
①巡回（循環）型 24 18 43 47 34 42 48 256 15,430
①＋フリー乗降 3 3 1 11 12 6 2 38 7,156
②それ以外 43 23 29 36 11 11 12 165 6,002
②＋フリー乗降 23 46 18 13 4 2 2 108 2,921
■運行形態　　　　　　　
①定時定路線運行 80 89 142 114 69 66 69 629 9,832
②予約型運行(路線型) 21 14 7 7 2 2 53 3,407
③予約型運行（区域型） 14 9 5 10 2 1 3 44 3,901

※平均値は不明を除く

平均値
：人

総計

■H22年度年間乗車人員について（N=728）：路線別集計（一路線あたりの数値）
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■総計　　　　　　　　　

■人口規模別　　　　　　

①１万人未満

②１万人以上～３万人未満

③３万人以上～５万人未満

④５万人以上

■地域特性別　　　　　　

①過疎地域

②過疎地域以外

■高齢化特性別　　　　　

①高齢化率九州平均以上

②高齢化率九州平均未満

■路線形態別　　　　　　

①巡回（循環）型

①＋フリー乗降

②それ以外

②＋フリー乗降

■運行形態　　　　　　　

①定時定路線運行

②予約型運行(路線型)

③予約型運行（区域型）

①500人未満 ②500人以上～1,000人未満 ③1,000人以上～2,000人未満

④2,000人以上～5,000人未満 ⑤5,000人以上～10,000人未満 ⑥10,000人以上～20,000人未満

⑦20,000人以上
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第２章 市町村別地域公共交通の現状把握 

 

３４）乗車人員動向について 

【路線別集計（一路線あたりの数値）】 

○全路線のうち６割以上は、H21～22 年度の乗車人員が減少傾向にある。 

※H21～22年度増減状況については運行開始時期がH21.4以前の路線のみを対象として集計を

行った（２カ年の比較ができる路線のみの集計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①増加 ②減少 総計

■総計　　　　　　　　　 201 314 515

■人口規模別　　　　　　

①１万人未満 18 21 39

②１万人以上～３万人未満 50 78 128

③３万人以上～５万人未満 53 76 129

④５万人以上 80 139 219

■地域特性別　　　　　　

①過疎地域 79 163 242

②過疎地域以外 122 151 273

■高齢化特性別　　　　　

①高齢化率九州平均以上 139 281 420

②高齢化率九州平均未満 62 33 95

■路線形態別　　　　　　

①巡回（循環）型 83 116 199

①＋フリー乗降 11 15 26

②それ以外 47 50 97

②＋フリー乗降 28 29 57

■運行形態　　　　　　　

①定時定路線運行 171 290 461

②予約型運行(路線型) 20 19 39

③予約型運行（区域型） 10 4 14

■運行開始時期　　　　　

①H18年度以前 125 224 349

②H19年度 22 39 61

③H20年度 31 31 62

④H21.4運行開始 23 19 42

■H21年度～H22年度の増減状況について（N=515）：路線別集計（一路線あたりの数値）
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■総計　　　　　　　　　

■人口規模別　　　　　　

①１万人未満

②１万人以上～３万人未満

③３万人以上～５万人未満

④５万人以上

■地域特性別　　　　　　

①過疎地域

②過疎地域以外

■高齢化特性別　　　　　

①高齢化率九州平均以上

②高齢化率九州平均未満

■路線形態別　　　　　　

①巡回（循環）型

①＋フリー乗降

②それ以外

②＋フリー乗降

■運行形態　　　　　　　

①定時定路線運行

②予約型運行(路線型)

③予約型運行（区域型）

■運行開始時期　　　　　

①H18年度以前

②H19年度

③H20年度

④H21.4運行開始

①増加

②減少
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第２章 市町村別地域公共交通の現状把握 

 

【路線別集計（一路線あたりの数値）】 

○全体でみると、15.4％が増加傾向継続路線となっている。 

○人口規模別にみると、人口規模が大きくなるにつれて乗車人員が「④減少→減少」傾向にあ

る路線の割合が高くなっている。 

※H20～22年度増減状況については運行開始時期がH20.4以前の路線のみを対象として集計を

行った（３カ年の比較ができる路線のみの集計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①増加→増加 ②減少→増加 ③増加→減少 ④減少→減少 総計

■総計　　　　　　　　　 69 94 90 195 448

■人口規模別　　　　　　

①１万人未満 9 8 8 9 34

②１万人以上～３万人未満 21 25 27 49 122

③３万人以上～５万人未満 22 22 21 50 115

④５万人以上 17 39 34 87 177

■地域特性別　　　　　　

①過疎地域 36 37 39 110 222

②過疎地域以外 33 57 51 85 226

■高齢化特性別　　　　　

①高齢化率九州平均以上 47 61 76 176 360

②高齢化率九州平均未満 22 33 14 19 88

■路線形態別　　　　　　

①巡回（循環）型 21 44 31 72 168

①＋フリー乗降 3 3 5 6 17

②それ以外 22 22 31 17 92

②＋フリー乗降 13 10 2 23 48

■運行形態　　　　　　　

①定時定路線運行 57 83 80 189 409

②予約型運行(路線型) 7 7 9 3 26

③予約型運行（区域型） 5 4 1 3 13

■運行開始時期　　　　　

①H18年度以前 52 72 82 142 348

②H19年度 8 11 1 34 54

③H20.4運行開始 9 11 7 19 46

■H20年度～H22年度の増減状況について（N=448）：路線別集計（一路線あたりの数値）
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■総計　　　　　　　　　

■人口規模別　　　　　　

①１万人未満

②１万人以上～３万人未満

③３万人以上～５万人未満

④５万人以上

■地域特性別　　　　　　

①過疎地域

②過疎地域以外

■高齢化特性別　　　　　

①高齢化率九州平均以上

②高齢化率九州平均未満

■路線形態別　　　　　　

①巡回（循環）型

①＋フリー乗降

②それ以外

②＋フリー乗降

■運行形態　　　　　　　

①定時定路線運行

②予約型運行(路線型)

③予約型運行（区域型）

■運行開始時期　　　　　

①H18年度以前

②H19年度

③H20.4運行開始

①増加→増加

②減少→増加

③増加→減少

④減少→減少
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３５）１便あたりの平均乗車人員について 

【路線別集計（一路線あたりの数値）】 

○人口１万人未満の路線は最も平均乗車人員が少ない。 

○過疎路線・高齢化路線はそれ以外の地域に比べて平均乗車人員が少ない。 

○予約型運行よりも定時定路線運行の方が平均乗車人員が多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① ② ③ ④ ⑤

2人未満
2人以上～
5人未満

5人以上～
10人未満

10人以上～
15人未満

15人以上

■総計　　　　　　　　　 195 215 167 42 13 632 4.8
■人口規模別　　　　　　
①１万人未満 13 13 5 3 1 35 3.1
②１万人以上～３万人未満 44 67 29 6 2 148 4.0
③３万人以上～５万人未満 65 45 62 19 7 198 5.4
④５万人以上 73 90 71 14 3 251 5.1
■地域特性別　　　　　　
①過疎地域 121 109 95 18 3 346 3.3
②過疎地域以外 74 106 72 24 10 286 5.5
■高齢化特性別　　　　　
①高齢化率九州平均以上 174 186 127 30 7 524 3.7
②高齢化率九州平均未満 21 29 40 12 6 108 7.4
■路線形態別　　　　　　
①巡回（循環）型 72 83 49 17 8 229 5.7
①＋フリー乗降 9 18 6 2 35 3.4
②それ以外 52 42 29 5 4 132 4.0
②＋フリー乗降 24 32 41 9 106 3.9
■運行形態　　　　　　　
①定時定路線運行 147 187 154 40 13 541 4.9
②予約型運行(路線型) 21 20 9 1 51 2.1
③予約型運行（区域型） 26 8 4 1 39 2.4

総計
平均値
：人

■H22年度１便あたりの平均乗車人員について（N=632）：路線別集計（一路線あたりの数値）
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■総計　　　　　　　　　

■人口規模別　　　　　　

①１万人未満

②１万人以上～３万人未満

③３万人以上～５万人未満

④５万人以上

■地域特性別　　　　　　

①過疎地域

②過疎地域以外

■高齢化特性別　　　　　

①高齢化率九州平均以上

②高齢化率九州平均未満

■路線形態別　　　　　　

①巡回（循環）型

①＋フリー乗降

②それ以外

②＋フリー乗降

■運行形態　　　　　　　

①定時定路線運行

②予約型運行(路線型)

③予約型運行（区域型）

①2人未満 ②2人以上～5人未満 ③5人以上～10人未満 ④10人以上～15人未満 ⑤15人以上
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【路線別集計（一路線あたりの数値）】 

○ほとんど全てのカテゴリーで、平均乗車人員は減少傾向にある。 

○予約型運行のみが平均乗車人員が増加傾向にあるが、H22 年度でも路線型 2.1 人、区域型 2.4

人と平均 4.8 人よりもかなり少ない。 

 

 ■１便あたりの平均乗車人員の推移について：路線別集計（一路線あたりの数値） （人）
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■総計　　　　　　　　　

■人口規模別　　　　　　

①１万人未満

②１万人以上～３万人未満

③３万人以上～５万人未満

④５万人以上

■地域特性別　　　　　　

①過疎地域

②過疎地域以外

■高齢化特性別　　　　　

①高齢化率九州平均以上

②高齢化率九州平均未満

■路線形態別　　　　　　

①巡回（循環）型

①＋フリー乗降

②それ以外

②＋フリー乗降

■運行形態　　　　　　　

①定時定路線運行

②予約型運行(路線型)

③予約型運行（区域型）

H20

H21

H22
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３６）今後の見通しについて（いずれかを選択） 

【路線別集計（一路線あたりの数値）】 

○全体でみると「①継続」予定との回答が 70.9％と最も多く、「②廃止」予定は 4.8％と非常

に少ない。 

○人口１万人未満路線では「①継続」予定の割合が非常に高く、85.0％を占めている。 

○逆に人口１万人以上～３万人未満路線では「②廃止」予定の割合が 13.6％と１割を超えて

おり、一部で縮小傾向にある地域も見られる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
①継続 ②廃止 ③変更 ④不明 総計

■総計　　　　　　　　　 544 37 175 11 767
■人口規模別　　　　　　
①１万人未満 51 3 1 5 60
②１万人以上～３万人未満 104 25 51 4 184
③３万人以上～５万人未満 137 2 78 1 218
④５万人以上 252 7 45 1 305
■地域特性別　　　　　　
①過疎地域 259 28 90 5 382
②過疎地域以外 285 9 85 6 385
■高齢化特性別　　　　　
①高齢化率九州平均以上 462 33 139 8 642
②高齢化率九州平均未満 82 4 36 3 125
■路線形態別　　　　　　
①巡回（循環）型 200 26 38 3 267
①＋フリー乗降 34 7 1 42
②それ以外 99 6 68 3 176
②＋フリー乗降 77 5 26 108
■運行形態　　　　　　　
①定時定路線運行 454 34 155 8 651
②予約型運行(路線型) 43 17 60
③予約型運行（区域型） 45 3 3 51

■今後の見通しについて（N=767）：路線別集計（一路線あたりの数値）
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■総計　　　　　　　　　

■人口規模別　　　　　　

①１万人未満

②１万人以上～３万人未満

③３万人以上～５万人未満

④５万人以上

■地域特性別　　　　　　

①過疎地域

②過疎地域以外

■高齢化特性別　　　　　

①高齢化率九州平均以上

②高齢化率九州平均未満

■路線形態別　　　　　　

①巡回（循環）型

①＋フリー乗降

②それ以外

②＋フリー乗降

■運行形態　　　　　　　

①定時定路線運行

②予約型運行(路線型)

③予約型運行（区域型）

①継続

②廃止

③変更

④不明
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３７）地域ニーズの把握・調整方法について（自由意見） 

①アンケート調査・ヒアリング調査等によるニーズの把握（54 市町村） 

・公共交通利用者アンケート、全世帯アンケート、市民意識調査アンケートなどによるニ

ーズの把握。 

・車内乗り込み調査、利用者ヒアリング調査などによるニーズの把握。 

②地域代表を通じたニーズの把握（24 市町村） 

・自治会長、区長、地区の役員、公民館長など地域の代表からの申し出・要望、意見書の

提出等によるニーズの把握。 

③協議会・委員会などの開催によるニーズ把握（19 市町村） 

・「地域公共交通活性化協議会」など、地域住民、交通事業者、関係自治体などの関連施

設の代表などが参加し、設立されている協議会等におけるニーズの把握。 

④随時受け付け（19 市町村） 

・住民からの要望はその都度受け取り、対応を検討。 

・乗務員に届く生の声、電話等による要望申し出を参考。 

・車内に意見箱を設置し、市民の意見を把握。 

⑤交通事業者・運転手からのヒアリング調査等によるニーズの把握（19 市町村） 

・交通事業者との協議、運転手からのヒアリング調査によるニーズの把握。 

⑥住民説明会の開催によるニーズの把握（13 市町村） 

・利用者を対象としたエリア別住民説明会の実施、地域住民との意見交換会・地区懇談会

の開催等による地域ニーズの把握。 

⑦実態調査・実施調査によるニーズの把握（5 市町村） 

・ＯＤ調査等の実態調査の実施、社会実験の実施等によるニーズの把握。 

⑧協議会・委員会などにおける意見の調整 

・「地域公共交通活性化協議会」など、地域住民、交通事業者、関係自治体などの関連施

設の代表などが参加し、設立されている協議会等の場において、把握したニーズについ

て調整・反映を行っている。 
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３８）路線導入時に苦慮した点について（自由意見） 

①運行に関する様々な調整に苦慮した（37 市町村） 

・バス停の設置箇所（地権者との調整） 

・ルート設定（交通空白地の解消、集落内を網羅するルートの設定等） 

・ダイヤ設定（運行曜日・時間・運行本数等） 

・運賃設定 

・高齢者・障がい者割引制度等の導入 

・乗り継ぎ便との接続 

②地域住民との意見調整等（24 市町村） 

・バス路線廃止、新たな公共交通機関の導入に関する住民理解 

・住民からの要望を十分反映することができない部分が多く、理解をなかなか得ることが

できなかった。 

・住民の要望＝利用者増加にならない。 

・市内で初めてのデマンドタクシー導入のため、住民説明に苦慮した。 

③バス・タクシー事業者との調整に苦慮した（14 市町村） 

④協議が難航し、苦慮した（5 市町村） 

・警察、病院、道路管理者との協議（利便性と安全性との調整）が難航し、苦労した。 

・合併した旧市町村間のサービスレベルの維持（異なる交通サービスの統一） 

⑤既存路線との重複をさけるための路線設定に苦慮した（3市町村） 

⑥乗車人員予測に苦慮した（3 市町村） 
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３９）路線導入後、工夫した点について（自由意見） 

①ダイヤ設定・変更（20 市町村） 

・利用状況、アンケート調査結果、住民ニーズを受けた柔軟なダイヤ変更。 

・高校生が利用しやすくするため増便、時刻ダイヤの調整を実施。 

②路線設定・変更（20 市町村） 

・利用状況、アンケート調査結果、住民ニーズを受けた柔軟なルート変更。 

・フリー乗降区間の採用。 

・主要バス停に接続する路線設定。 

・交通空白地を解消するための路線設定。 

③利用促進の取り組み（9市町村） 

・広報誌、チラシ配布、防災無線活用、時刻表全戸配布、ラッピングバス走行等による市

民への広報。 

・地域のバスであることを意識させるための取り組み実施（バス停のベンチを地元工業高

校が設計等）。 

・利用促進に向けた取り組みの継続的な実施。 

④その他 

・鉄道・路線バスの運行時間に併せた運行方法の変更。 

・他の公共交通機関との乗り継ぎ利便性向上への取り組み実施。 

・地域ニーズに合わせたバス停の新規設定、廃止。 

・安価な運賃設定、回数券・定期券の導入。 
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４０）導入前の予測と乖離している点及びその原因について（自由意見） 

①予測よりも利用者数が少なかった・利用者数が減少している（35 市町村） 

○他の交通手段を利用する人が多いため 

・デイサービスなど、他の手段を利用しているため。 

・公共交通よりも自家用車への依存が高いため（交通不便地域で生活する上で自家用車は

不可欠）。 

・家族に送迎してもらっているケースが多い。 

・買い物後は荷物が多くなると、ドア to ドアの普通タクシーの利用が多いため、往路の

利用が少ない。 

○導入前の取り組み不足・導入前の利用見込みの甘さ 

・コミュニティバス・乗合タクシーの認知度不足のため。 

・「普段は利用しないが、万が一の際に利用する」「あったらいいな」「今は必要ないが、

将来必要になるかも知れない」という保険的な利用見込者が多かったため。 

○運行システム等に問題があるため 

・運行本数が少ない、運行時間が早すぎるため利用されていない。 

・予約運行便が前日予約制としたため利用者数が伸び悩んでいる。 

・路線バスへの乗り換えに抵抗があるため。 

○その他 

・少子高齢化によって利用者が減少（通学利用者の減少、死亡、施設入所等による高齢者

の減少など）し、新たな利用者も増えていないため。 

・温泉を経由地としたため、温泉利用者が多いが、来場者動向によって利用者が大きく変

動する。 

・当初想定していなかった割引を実施したため減収となった。 

②予測よりも利用者が多かった・予測通り（６市町村） 

・概ね利用者数は予想通り。 

・想定していたよりも利用率が高い、利用者が多い。 

③その他 

・車両購入費・修繕等の維持経費が予想以上に大きい。 

・主要バス停への全路線乗り入れを行ったことにより、１循環時間が長くなったため苦情

がきた。 
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（２）前年度調査との比較について 

１）当該市町村数及び路線数の状況 

【平成 22 年度調査（前年度調査）】 

○当該市町村数……141 市町村 

○路線数……………987 路線 

【平成 23 年度調査（今年度調査）】 

○当該市町村数……145 市町村 

○路線数……………767 路線 

【今年度調査の特徴】 

○当該市町村数は増加（+4）しているが、路線数は大きく減少：-220 路線（-22.3％） 

○実際に路線数が減少しているわけではなく、複数の路線を合計した「市町村合計データ」

を「路線データ」として記入している市町村が多くみられる 

→路線データと市町村合計データが混在した状況→路線データに関しては平均値が大きく

算出される傾向 

○数値データに関しては「当該市町村データ」を中心に比較を行う 

○今年度調査は「不明・未記入データ」が比較的多い 

※当該市町村数…コミュニティバス・乗合タクシー等を運行している市町村数 

 

２）路線形態について 

○H23 年度では、フリー乗降の割合が減少している。 

○H23 年度調査は不明が多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①巡回（循環）型 ①＋フリー乗降 ②それ以外 ②＋フリー乗降 ③不明 総計

H22年度 362 135 257 187 46 987

H23年度 267 42 176 108 174 767

■路線形態について：路線別集計（一路線あたりの数値）

36.7

34.8

13.7

5.5

26.0

22.9

18.9

14.1

4.7

22.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H22年度

H23年度

①巡回（循環）型 ①＋フリー乗降 ②それ以外 ②＋フリー乗降 ③不明
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３）運行形態について 

○H22 年度と H23 年度に大きな差はみられない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４）所要時間について 

○H23 年度では、「①20 分未満」の割合が増加し、「③30～39 分」の割合が減少しており、そ

の影響もあって所要時間の平均値が約 3分程度減少している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①定時定路線
運行

②予約型運行
（路線型）

③予約型運行
（区域型）

④不明 総計

H22年度 817 62 73 35 987

H23年度 651 60 51 5 767

■所要時間について：路線別集計（一路線あたりの数値）

9.6

16.2

17.0

19.7

23.1

17.0

15.0

13.0

9.6

8.8

15.2

14.2

10.4

11.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H22年度

H23年度

①20分未満 ②20～29分 ③30～39分 ④40～49分 ⑤50～59分 ⑥60分以上 ⑦不明

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦

20分未満 20～29分 30～39分 40～49分 50～59分 60分以上 不明

H22年度 95 168 228 148 95 150 103 987 42

H23年度 116 141 122 93 63 102 79 716 39

※平均値は不明を除く

総計
平均値
：分

■運行形態について：路線別集計（一路線あたりの数値）

82.8

84.9

6.3

7.8

7.4

6.6

3.5

0.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H22年度

H23年度

①定時定路線運行 ②予約型運行(路線型) ③予約型運行（区域型） ④不明
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５）路線キロについて 

○市町村別にみると、路線キロの平均値は 157km→128km（-18.3％）と大きく減少している。

H23 年度調査は不明が多いことも影響しているものと考えられる。 

○路線別にみると、若干 H23 年度のほうが路線キロが短いカテゴリーの割合が高いが、平均値

は 22km→24km と H23 年度のほうが高い。市町村別集計では H22 年度のほうが平均値が高か

ったことからも、市町村合計データ記入の影響と考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨

25km
未満

25km
以上～
50km
未満

50km
以上～
75km
未満

75km
以上～
100km
未満

100km
以上～
150km
未満

150km
以上～
200km
未満

200km
以上～
300km
未満

300km
以上

不明
・

区域
運行

H22年度 25 16 24 8 15 12 16 16 9 141 157

H23年度 26 19 17 6 15 13 7 13 29 145 128

※平均値は不明を除く

総計
平均値
：km

■路線キロについて：当該市町村別集計（運行する全路線の合計）

17.7

17.9

11.3

13.1

17.0

11.7

5.7

4.1

10.6

10.3

8.5

9.0

11.3

4.8

11.3

9.0

6.4

20.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H22年度

H23年度

①25km未満 ②25km以上～50km未満 ③50km以上～75km未満

④75km以上～100km未満 ⑤100km以上～150km未満 ⑥150km以上～200km未満

⑦200km以上～300km未満 ⑧300km以上 ⑨不明・区域運行

■路線キロについて：路線別集計（一路線あたりの数値）

※不明・予約型運行（区域型）を除く

21.8

23.1

26.0

26.8

18.7

21.0

9.9

8.0

7.5

6.1

7.6

6.5

8.5

8.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H22年度

H23年度

①10km未満 ②10km以上～15km未満 ③15km以上～20km未満 ④20km以上～25km未満

⑤25km以上～30km未満 ⑥30km以上～40km未満 ⑦40km以上

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦

10km
未満

10km以上
～

15km未満

15km以上
～

20km未満

20km以上
～

25km未満

25km以上
～

30km未満

30km以上
～

40km未満

40km
以上

H22年度 189 226 162 86 65 66 74 868 22

H23年度 145 168 132 50 38 41 54 628 24

※平均値は不明・予約型運行（区域型）を除く

平均値
：km

総計
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６）一週間あたりの運行本数について 

○市町村別にみると、１週間あたり運行本数の平均値は 140 本→133 本（-4.9％）と減少して

いる。 

○路線別にみると、平均値は 22→25 と H23 年度のほうが高い。市町村別集計では H22 年度の

ほうが平均値が高かったことからも、市町村合計データ記入の影響と考えられる。 

 

 

 

 

■１週間あたり運行本数について：当該市町村別集計（運行する全路線の合計）

※不明・予約型運行（路線型・区域型）を除く

19.1

23.4

17.0

11.0

14.9

15.9

12.1

11.0

8.5

7.6

8.5

6.9

8.5

7.6

11.3

16.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H22年度

H23年度

①30未満 ②30以上～50未満 ③50以上～100未満 ④100以上～150未満

⑤150以上～200未満 ⑥200以上～300未満 ⑦300以上 ⑧不明・予約型運行

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧

30
未満

30以上
～

50未満

50以上
～

100未満

100以上
～

150未満

150以上
～

200未満

200以上
～

300未満

300
以上

不明・
予約型
運行

１週間
：本

(往復)

１日
：本

(往復)

H22年度 27 24 21 17 12 12 12 16 141 140 20

H23年度 34 16 23 16 11 10 11 24 145 133 19

※平均値は不明・予約型運行（路線型・区域型）を除く

総計

平均値

■１週間あたり運行本数について：路線別集計（一路線あたりの数値）

※不明・予約型運行（路線型・区域型）を除く

20.4

25.9

12.0

10.5

15.7

13.6

18.1

17.3

12.1

8.1

13.0

11.1

8.6

13.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H22年度

H23年度

①3未満 ②3以上～5未満 ③5以上～10未満 ④10以上～20未満

⑤20以上～30未満 ⑥30以上～50未満 ⑦50以上

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦

3未満
3以上
～

5未満

5以上
～

10未満

10以上
～

20未満

20以上
～

30未満

30以上
～

50未満

50
以上

１週間
：本

(往復)

１日
：本

(往復)

H22年度 165 97 127 146 98 105 69 807 22 3

H23年度 166 67 87 111 52 71 86 640 25 4

※平均値は不明・予約型運行（路線型・区域型）を除く

総計

平均値
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７）年間運行経費について 

○市町村別にみると、年間運行経費の平均値は2,902万円→2,977万円と 75万円増加（+2.6％）

している。 

○路線別にみると、路線１km あたり年間運行経費 19.68 万円→18.57 万円（-5.6％）、１本あ

たり運行経費 4.11 千円→4.03 千円（-2.0％）と、ともにやや減少となっている。 

○路線別の年間運行経費の平均値は差が大きく、市町村合計データ記入の影響と考えられる。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■年間運行経費について：当該市町村別集計（運行する全路線の合計）

14.2

10.3

19.1

17.9

10.6

12.4

10.6

13.1

17.0

11.7

9.9

13.1

14.9

13.1

3.5

8.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H22年度

H23年度

①500万円未満 ②500万円以上～1,000万円未満 ③1,000万円以上～1,500万円未満

④1,500万円以上～2,000万円未満 ⑤2,000万円以上～3,000万円未満 ⑥3,000万円以上～5,000万円未満

⑦5,000万円以上 ⑧不明

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧

500
万円
未満

500万円
以上～
1,000

万円未満

1,000
万円以上
～1,500
万円未満

1,500
万円以上
～2,000
万円未満

2,000
万円以上
～3,000
万円未満

3,000
万円以上
～5,000
万円未満

5,000
万円
以上

不明

H22年度 20 27 15 15 24 14 21 5 141 2,902

H23年度 15 26 18 19 17 19 19 12 145 2,977

※平均値は不明を除く

総計
平均値
：万円

■年間運行経費について：路線別集計（一路線あたりの数値）

※不明を除く

29.4

23.9

16.7

26.5

26.5

19.6

16.0

16.4

11.4

13.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H22年度

H23年度

①100万円未満 ②100万円以上～200万円未満 ③200万円以上～500万円未満

④500万円以上～1,000万円未満 ⑤1,000万円以上

① ② ③ ④ ⑤

100万
円

未満

100万円以上
～

200万円未満

200万円以上
～

500万円未満

500万円以上
～

1,000万円未満

1,000万
円

以上

H22年度 252 143 227 137 98 857 459

H23年度 168 186 138 115 96 703 563

※平均値は不明を除く

総計
平均値
：万円

■年間運行経費について：路線別集計（一路線あたりの数値）

※《　》内の数字は総数

18.57

4.03

4.11

19.68

0 5 10 15 20 25

■路線１kmあたり年間運行経費（万円）

H22年度《768》

H23年度《578》

■１本あたり運行経費　　　　（千円）

H22年度《702》

H23年度《597》
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８）年間運賃収入について 

○市町村別にみると、年間運賃収入の平均値は 739 万円→767 万円と 28 万円（+3.8％）増加

している。 

○路線別にみると、路線１km あたり年間運賃収入 5.12 万円→4.84 万円（-5.3％）、１本あた

り運賃収入 1.03 千円→0.87 千円（-15.4％）と減少傾向となっている。 

○路線別の年間運賃収入の平均値は差が大きく、市町村合計データ記入の影響と考えられる。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■年間運賃収入について：当該市町村別集計（運行する全路線の合計）

19.9

15.9

20.6

17.2

21.3

15.9

16.3

17.2

14.9

14.5

7.1

19.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H22年度

H23年度

①100万円未満 ②100万円以上～200万円未満 ③200万円以上～500万円未満

④500万円以上～1,000万円未満 ⑤1,000万円以上 ⑥不明

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

100万円
未満

100万円以上
～

200万円未満

200万円以上
～

500万円未満

500万円以上
～

1,000万円未満

1,000万円
以上

不明

H22年度 28 29 30 23 21 10 141 739

H23年度 23 25 23 25 21 28 145 767

※平均値は不明を除く

総計
平均値
：万円

■年間運賃収入について：路線別集計（一路線あたりの数値）

※不明を除く

22.7

21.0

14.2

19.8

21.3

19.5

14.7

14.1

11.0

12.3

11.9

7.7

4.2

5.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H22年度

H23年度

①10万円未満 ②10万円以上～20万円未満 ③20万円以上～50万円未満

④50万円以上～100万円未満 ⑤100万円以上～200万円未満 ⑥200万円以上～500万円未満

⑦500万円以上

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦

10万円
未満

10万円
以上～
20万円
未満

20万円
以上～
50万円
未満

50万円
以上～
100万円
未満

100万円
以上～
200万円
未満

200万円
以上～
500万円
未満

500万円
以上

H22年度 189 118 177 122 91 99 35 831 116

H23年度 140 132 130 94 82 51 37 666 135

※平均値は不明を除く

総計
平均値
：万円

■年間運運賃収入について：路線別集計（一路線あたりの数値）

※《　》内の数字は総数

4.84

0.87

1.03

5.12

0 1 2 3 4 5 6

■路線１kmあたり年間運賃収入（万円）

H22年度《751》

H23年度《554》

■１本あたり運賃収入　　　　（千円）

H22年度《683》

H23年度《570》
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９）年間運行経費のうち年間運賃収入が占める割合（収支率）について 

○市町村別にみると、年間運賃収入は増加しているが、年間運行経費も増加しており、結果的

に収支率（年間運賃収入／年間運行経費×100％）の平均値は H22 年度に比べてやや減少し

ている（25％→24％）。 

○路線別でもほぼ同じ状況となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦

10％
未満

10％以上
～

20％未満

20％以上
～

30％未満

30％以上
～

50％未満

50％以上
～

100％未満

100％
以上

不明

H22年度 29 40 31 23 7 1 10 141 25%

H23年度 25 39 26 16 5 1 33 145 24%

※平均値は不明を除く

総計 平均値

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

10％未満
10％以上

～
20％未満

20％以上
～

30％未満

30％以上
～

50％未満

50％以上
～

100％未満

100％
以上

H22年度 204 217 194 119 68 5 807 25%

H23年度 187 205 131 80 22 2 627 24%

※平均値は不明を除く

平均値総計

■年間運行経費のうち年間運賃収入が占める割合について
　：当該市町村別集計（運行する全路線の合計）

20.6

17.2

28.4

26.9

22.0

17.9

16.3

11.0

5.0

3.4 22.8

0.7

0.7

7.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H22年度

H23年度

①10％未満 ②10％以上～20％未満 ③20％以上～30％未満 ④30％以上～50％未満

⑤50％以上～100％未満 ⑥100％以上 ⑦不明

■年間運行経費のうち年間運賃収入が占める割合について
　：路線別集計（一路線あたりの数値）

※不明を除く

25.3

29.8

26.9

32.7

24.0

20.9

14.7

12.8

8.4

3.5 0.3

0.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H22年度

H23年度

①10％未満 ②10％以上～20％未満 ③20％以上～30％未満

④30％以上～50％未満 ⑤50％以上～100％未満 ⑥100％以上



 -88-

第２章 市町村別地域公共交通の現状把握 

 

（３）市町村によるバス・乗合タクシーへの補助の状況について 

１）市町村別の状況について 

○全体でみると、６割の市町村で交通事業者が運行する路線バス・乗合タクシー等に対する補

助が実施されている。 

○地域特性別にみると過疎地域、高齢化特性別にみると高齢化率九州平均以上地域のほうがそ

の他の地域に比べて補助実施の割合が高い。 

○人口規模が大きくなるにつれて、平均補助額が高くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■市町村によるバス・乗合タクシーへの補助の状況：市町村別（N=139）

36.7
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42.9
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34.5

47.8

25.9

40.7

30.4

21.4

13.2

30.8

21.6

30.2

4.3

8.6

7.4

6.5

7.1

13.2

9.2

8.1

7.8

13.0

8.6

3.7

6.5

3.6

18.4

6.2

10.8

8.6

8.7

8.6

3.7

4.3

7.1

18.4

6.2

10.8

7.8

13.0

11.5

4.3

17.9

23.7

9.2

13.5

11.2

13.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

■総計　　　　　　　　　

■人口規模別　　　　　　

①１万人未満

②１万人以上～３万人未満

③３万人以上～５万人未満

④５万人以上

■地域特性別　　　　　　

①過疎地域

②過疎地域以外

■高齢化特性別　　　　　

①高齢化率九州平均以上

②高齢化率九州平均未満

①1千万円未満 ②1千万円以上～2千万円未満 ③2千万円以上～3千万円未満

④3千万円以上～4千万円未満 ⑤4千万円以上～5千万円未満 ⑥5千万円以上

①1千
万円
未満

②1千万
円以上～
2千万円
未満

③2千万
円以上～
3千万円
未満

④3千万
円以上～
4千万円
未満

⑤4千万
円以上～
5千万円
未満

⑥5千
万円
以上

補助
実施
総計

市町村
総計

補助
実施
率

平均
補助額

（万円）

■総計　　　　　　　　　 51 36 12 12 12 16 139 231 60% 2,999

■人口規模別　　　　　　

①１万人未満 12 11 2 1 1 27 54 50% 1,242

②１万人以上～３万人未満 22 14 3 3 2 2 46 75 61% 1,508

③３万人以上～５万人未満 12 6 2 1 2 5 28 45 62% 2,427

④５万人以上 5 5 5 7 7 9 38 57 67% 6,473

■地域特性別　　　　　　

①過疎地域 25 20 6 4 4 6 65 102 64% 2,297

②過疎地域以外 26 16 6 8 8 10 74 129 57% 3,615

■高齢化特性別　　　　　

①高齢化率九州平均以上 40 35 9 10 9 13 116 183 63% 2,447

②高齢化率九州平均未満 11 1 3 2 3 3 23 48 48% 5,780

※平均値は不明を除く
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２）路線別の状況について 

○路線別状況を全体的に見ると、補助額が「①100 万円未満」の割合が１／３を占めており、

全体の半数以上が「200 万円未満」の補助となっている。 

○人口規模別に見ると、人口が５万人未満までの３カテゴリーでは、１路線あたりの平均補助

額がほぼ同額となっている。 

○人口規模が大きな地域の路線では平均補助額が高くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①
100
万円
未満

②100万
円以上～
200万円
未満

③200万
円以上～
300万円
未満

④300万
円以上～
400万円
未満

⑤400万
円以上～
500万円
未満

⑥500万
円以上～
1,000万
円未満

⑦
1,000
万円
以上

不明 総計
平均

補助額
（万円）

■総計　　　　　　　　　 243 133 89 52 68 78 61 13 737 576

■人口規模別　　　　　　

①１万人未満 23 27 18 9 4 8 7 2 98 349

②１万人以上～３万人未満 62 43 32 16 18 23 12 8 214 337

③３万人以上～５万人未満 88 29 11 13 32 18 10 2 203 338

④５万人以上 70 34 28 14 14 29 32 1 222 1,113

■地域特性別　　　　　　

①過疎地域 93 79 43 25 48 30 21 10 349 441

②過疎地域以外 150 54 46 27 20 48 40 3 388 695

■高齢化特性別　　　　　

①高齢化率九州平均以上 206 125 81 45 64 71 45 12 649 446

②高齢化率九州平均未満 37 8 8 7 4 7 16 1 88 1,528

※平均値は不明を除く

■市町村によるバス・乗合タクシーへの補助の状況：路線別（N=737）
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18.0

27.6

20.1

14.3

15.3

22.6

13.9

19.3

9.1

12.1

18.4

15.0
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9.1

7.1

9.2

7.5

6.4
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7.0
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4.1

8.4

15.8
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13.8

5.2

9.9

4.5
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10.7

8.9

13.1

8.6
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10.9

8.0

8.3

7.1

5.6

4.9

14.4

6.0

10.3

6.9
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3.7

2.9

1.1

1.8

0.8

0.5

1.0

2.0

1.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

■総計　　　　　　　　　

■人口規模別　　　　　　

①１万人未満

②１万人以上～３万人未満

③３万人以上～５万人未満

④５万人以上

■地域特性別　　　　　　

①過疎地域

②過疎地域以外

■高齢化特性別　　　　　

①高齢化率九州平均以上

②高齢化率九州平均未満

①100万円未満 ②100万円以上～200万円未満 ③200万円以上～300万円未満

④300万円以上～400万円未満 ⑤400万円以上～500万円未満 ⑥500万円以上～1,000万円未満

⑦1,000万円以上 不明
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（４）鉄道・軌道・海上交通等への補助の状況について 

○鉄道・軌道・海上交通等への補助については、海上交通（離島航路等）に対する補助が多く

なっている。 

○市町村による補助額が「①500 万円未満」というケースが鉄軌道、海上交通ともに約４割程

度をしめているが、「④2,000 万円以上」という比較的高額な補助の割合は海上交通のほう

が高くなっている。 

○市町村による補助だけでなく、国・県からも補助を受けているケースが多く見られる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■補助受給先の状況（N=66）

※【　】内の数字は不明を除く66に対する割合

29

42

61

5

0 10 20 30 40 50 60 70

国の補助あり【43.9％】

県の補助あり【63.6％】

市町村の補助あり【92.4％】

住民・企業等の補助あり【7.6％】

①500
万円
未満

②500万円
以上～1,000
万円未満

③1,000万円
以上～2,000
万円未満

④2,000
万円以上

⑤不明
・なし

総計

鉄道・軌道・新交通・モノレール 9 3 7 2 2 23

海上交通（離島航路等） 19 8 6 7 7 47

総計 28 11 13 9 9 70

■市町村によるバス・乗合タクシーへの補助の状況：路線別（N=70）

39.1

40.4

40.0

13.0

17.0

15.7

30.4

12.8

18.6

8.7

14.9

12.9

8.7

14.9

12.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

鉄道・軌道・新交通・モノレール

海上交通（離島航路等）

総計

①500万円未満 ②500万円以上～1,000万円未満 ③1,000万円以上～2,000万円未満

④2,000万円以上 ⑤不明・なし
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